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世界全体において、EPA/FTAの数は急激に増

加している。WTOへの通報件数を見ると、1990

年には 27件に過ぎなかった地域貿易協定（EPA/

FTA、関税同盟等）は、2016 年 2 月 1 日時点で

625件にまで急速に増大している 1。狭義の自由貿

易協定（FTA）が域内での物品関税の撤廃やサー

ビスの自由化を行うものであるとすると、経済連

携協定（EPA）は更に広く、投資環境の整備や

知的財産保護の強化、技術協力、人的交流の拡大

等を含むことを示す概念である 2。更に、これら

EPAの要素のうち、投資財産の保護、送金の自由、

外資規制への規律等を抜き出した投資協定（IIA）

の締結数も世界的に増えている。我が国は、2016

年 1月現在、14の国・地域との間でEPA/FTAを、

24の国・地域との間で投資協定をそれぞれ発効し

ている。

EPA/FTA急増の背景としては、いくつかの要

因が考えられる。EUという巨大な域内市場の成

立とその後の拡大は、NAFTA（北米自由貿易協

定）やAFTA（ASEAN自由貿易地域）の成立を

促した。また、関税同盟やEPA/FTAの成立は、

貿易転換効果 3によって不利益を受ける非加盟国

に対し、それら関税同盟・EPA/FTA加盟国と関

税同盟・EPA/FTA等の地域貿易協定を締結させ

るインセンティブをもたらす。例えば、東アジア

においては、ASEAN域内でのFTA（AFTA）が

1993 年に発効した後、「ASEAN+1」のFTA網が

形成され、2010 年 1月までに、日本、中国、韓国、

インド、豪州、ニュージーランドとASEANとの

FTA（物品分野）が発効した。（EPA/FTAを巡

る世界の動きについては、次節「世界における経

済連携の動向」を参照）。

EPA/FTAは、特定の地域間で特別な取決めを

定める協定であり、国際経済ルール上、WTO体

制の原則である最恵国待遇義務の例外として位置

づけられている。GATT及び GATS において、

物品・サービスに関する自由貿易協定を設立する

ことが例外的に許容される場合についての要件が

定められている（第Ⅱ部第 16章「地域統合」参照）。

しかしながら、WTOにおけるマルチ（多国

間）の通商政策への取組と、二国間又は多国間

のEPA/FTAの取組とは、相互に補完し合うも

のである。米国、EU、アジアの三大市場におい

て進展する経済連携の取組や、アジア太平洋地域

でAPEC（アジア太平洋経済協力）において進め

られている地域協力の取組は、WTOの多角的自

由貿易体制を支え、ひいては世界全体での貿易・

投資の自由化に貢献していくことが期待される。

WTOのラウンド交渉と比較して、EPA/FTAで

は、関税やサービスの自由化のみならず、WTO

がカバーしていない投資ルールの整備、人的交流

の拡大など、幅広い分野について、経済実態に即

したルール、協定を協定締約国間で機動的に締結

することが可能である。

具体的なEPA/FTAの締結によるメリットとし

ては、以下の点が挙げられる。

ⅰ）域内企業間の競争と、域内での経営資源の最

適配置が可能になることにより、企業の収益力

が改善されるとともに、国内の経済構造の改革

が促進される。また、相手国・地域の我が国に

とっての直接投資先としての魅力が向上する。

ⅱ）関税の撤廃、投資の自由化、諸制度の調和等

を通じて、我が国にとって重要な市場への優先

的アクセスが得られることにより、貿易・投資

の機会が拡大するとともに規模の経済による利

益を享受することが可能になる。

1．本報告書における経済連携協定の位置づけ

1	� WTOウェブサイトより　http://www.wto.org/english/tratop_e/region_e/region_e.htm
2	� 近年のFTAの中には投資環境整備等のEPAの要素を含むものもあり（例：韓米FTA）、EPAとFTAの区別は厳密なものでは
ない。また、EUは旧植民地とのFTAをEPAと称しており、日本とは少し意味合いの異なる用語法となっている。

3	� 締結国に限定された関税の削減や撤廃により、締結国より安い価格で財を生産できる他国からの輸入が、締結国からの輸入に
転換されるという効果。
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ⅲ）基本的な考え方を共有する国・地域との間

で通商ルールの策定を迅速に行うことにより、

WTOにおいてルールが形成されていない分野

での制度構築を先取りすることが期待できる。

また、当該ルールの浸透により、WTOでの同

一分野の議論において主導権を確保しやすくな

る。

以上のようなEPA/FTAのメリットは、他国に

先んじてEPA/FTAを締結することによって得る

ことができるが、他方、第三国間でEPA/FTAが

締結されることになれば、先に述べた貿易転換効

果により、EPA/FTAを締結していない国やその

企業はこれらのメリットから除外されることにな

る。したがって、WTO体制を支え、かつ、EPA/

FTAのメリットを享受することが肝要である。

本報告書の第Ⅰ部、第Ⅱ部では、WTO協定に

基づく権利・義務の観点から主要国の貿易政策を

評価したが、世界的に急増するEPA/FTAや投資

協定で規律されるルールについても、各国政府に

よる遵守を確保するとともに、こうしたルールそ

れ自体のWTO協定との整合性を確保するよう注

視していくことが重要である。

こうした観点もふまえ、第Ⅲ部においては、日

本が締結したEPA/FTA及び投資協定を中心に、

国際経済ルールの規律内容を解説し、関連する各

国の措置について検討する。第三国間で締結され

たEPA/FTAや投資協定についても、最近の主要

な事例を紹介する。

（1）世界全体の概観 4

冷戦が終結し、新たな国際経済システムが模索

されるなかで、まず欧米が地域経済統合の動きを

加速化させた。EUの域内市場統合計画による単

一市場の形成（1992 年）、NAFTA発足（1994 年）

を軸として、欧米諸国は、まず経済関係の深い近

隣の地域内での貿易・投資の高度な自由化・円滑

化により、市場の拡大や生産拠点の効率化を通じ

た企業収益の改善、国内経済構造の改革等を目指

す取組を積極的に推進していった。

その後、WTOシアトル閣僚会議の決裂（1999年）

は、WTOにおける多国間での自由貿易推進の難

しさを顕在化させ、二国間あるいは地域国間での

EPA/FTA締結を世界的な潮流として、更に加速

させることになった。

また、シアトル閣僚会議以降、EPA/FTAに

関して以下三点の新たな傾向が見られるようにな

る。

第一には、協定において扱われる分野として、

関税・非関税障壁の撤廃のみならず、投資、競争、

環境、経済協力、人の移動など、新たな分野に関

するルールの整備が含まれるケースが増えたこと

である（従来のFTAの要素に加えて、域内のモ

ノ、サービス、人、資本の移動の更なる自由化、

円滑化を図るため、水際及び国内の規制の撤廃や

各種経済制度の調和等を行うなど幅広い内容を含

むEPAを我が国が結んできたのはその一例）。

近年のEPA/FTAの第二の特徴としては、「地

域統合」型のEPA/FTAや広域経済連携の動きが

各地域において見られることが挙げられる。WTO

のカンクン閣僚会議決裂（2003 年 9月）後の米州

における「地域統合型」のEPA/FTAの進捗は特

に著しく、メルコスール（南米南部共同市場）と

アンデス共同体が 2003 年 12 月、自由貿易地域創

設のための枠組み協定に署名した。また、米国と

中米諸国とのFTA（米国 -中米 -ドミニカ共和国

自由貿易協定、DR-CAFTA）も 2004 年 8 月に署

名され、国ごとに順次発効した。アジア太平洋地

域では、2010 年 3月にTPP（環太平洋パートナー

シップ）協定交渉が開始したほか、2012 年 11月に、

2．世界における経済連携の動向

4	 各国・地域別のFTA締結状況については、WTOやJETROのウェブサイト上に記載がある。
http://rtais.wto.org/UI/PublicMaintainRTAHome.aspx
http://www.jetro.go.jp/theme/wto-fta/reports/07001093
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東アジア地域全域をカバーするRCEP（東アジア

地域包括的経済連携）（ASEAN10カ国と日中韓印

豪NZが参加）の交渉立ち上げ、及び日中韓FTA

の交渉開始が、それぞれ宣言された。なお、TPP

は 2015 年 10 月に大筋合意、2016 年 2月に署名に

至っている。

更に、第三に、近隣国間での「地域統合」型の

EPA/FTAとともに、近接しない国・地域間での

EPA/FTAを締結する動きが活発化していること

が挙げられる（1985 年の米イスラエルFTAを端

緒に、EUメキシコFTA、EFTAメキシコFTA、

韓 EU・FTA、米韓 FTA、EU南アフリカ FTA

など）。このようなEPA/FTAを締結する背景に

は、経済的に重要な国・地域へのアクセスに関し

て有利な条件を獲得することにより、貿易の「ハ

ブ」としての機能を獲得し、また投資先としての

自国の魅力を高めて雇用の増大などにつなげよう

とする狙いや、EPA/FTAがないことにより生じ

た不利益を解消しようとする狙い、政治外交上の

理由等があると考えられる。

（2）主な地域統合の概観と各国等の動
向　
本項においては、加速化する各地域の地域経済

統合の動きを概説する。日本にとって関わりの深

い米州、EU、東アジア・アジア太平洋地域それぞ

れの地域統合・経済連携の動きを地域ごとに以下

概説する。また、米国、EU、中国、韓国をはじめ

とする各国の地域統合及び主要国との経済連携強

化の取組に向けた主な動きを概説する。

① 米州
米州においては、北米自由貿易協定（NAFTA：

North American Free Trade Agreement）、南米

南部共同市場（MERCOSUR）、アンデス共同体

（CAN：Comunidad Andina）、太平洋同盟（Alianza 

del Pacífico）の 4つの主な地域統合の動きが見ら

れる。また、本稿では、米州における地域統合に

向けた各国の動きとして米国、メキシコ、チリの

3カ国を取り上げる。

（a）北米自由貿易協定（NAFTA：North American 

Free Trade Agreement）の概観

カナダ、米国、メキシコの 3カ国で構成される

北米自由貿易協定（NAFTA）は、1992 年 12 月

に調印され、1994 年 1月に発効した。同協定は、

域内での貿易障害の除去、国際協力の枠組みの確

立等を目的とし、モノ及びサービスの通商規則（域

内関税・数量制限の撤廃、原産地規則等）に加え

て、投資、知的財産権、競争政策の各分野のルー

ルを規定している。NAFTA諸国は、中南米諸国

との関係強化を進めており、既にチリ、ペルー、

ホンジュラス、コスタリカ、コロンビア、パナマ

との間では、カナダ、米国、メキシコの 3カ国と

もFTAを締結している。

（b）南米南部共同市場（MERCOSUR：Mercado 

Comun del Sur）の概観

1995 年 1月に発効した南米南部共同市場（メル

コスール）は、アルゼンチン、ボリビア、ブラジ

ル、パラグアイ、ウルグアイ、ベネズエラの 6カ

国で構成される関税同盟である（ボリビアは 2012

年 12月加盟議定書に署名し、各国議会の批准待ち。

パラグアイは2012年 6月から関連会合への参加権

が停止されていたが、2014 年に復帰。）。また、チ

リ、ボリビア、ペルー、コロンビア、エクアドル

と自由貿易協定を締結し、キューバ、メキシコと

経済補完協定を締結している。EUとのFTA交渉

については、2000 年 4月に交渉を開始後、農産品

等の扱いで交渉が一時頓挫したが、2010 年 5月に

交渉再開が宣言された。EUがメルコスールに対

して投資・サービスに関するより大きな譲歩を求

めている一方、メルコスールはEUに対して農産

物・食品市場の一層の開放を求めている。

アンデス共同体とは 2003 年 12 月に FTAを締

結し、2005 年 6月のメルコスール首脳会合では、

相互に各加盟国を準加盟国として扱っていくこと

が確認され、南米共同市場の強化を図っている。

その他、メルコスールはイスラエル（2007 年署名、
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2009 年発効）、エジプト（2010 年署名、未発効）、

パレスチナ（2011 年署名、未発効）ともFTA交

渉を終えているほか、中国、韓国、インド、パキ

スタン、湾岸協力理事会（GCC）、モロッコ、カ

ナダ、メキシコ、パナマ、キューバ、ドミニカ共

和国、中米統合機構（SICA：グアテマラ、エルサ

ルバドル、コスタリカ、ニカラグア、ホンジュラス、

パナマ、ベリーズ）、カリブ共同体（CARICOM：

カリブ諸国 14カ国と 1地域）、南アフリカとの間

で特恵貿易協定（PTA）交渉及び共同研究等を通

じて、将来のFTA交渉の可能性を視野に入れた

取組を進めている。我が国との関係では、日・メ

ルコスール経済緊密化のための対話を過去 2回開

催（2012 年、2015 年）、両国のEPA/FTAの取組

について情報交換を行った。

（c）アンデス共同体（CAN：Comunidad Andina）

の概観

1969年に発効したアンデス地域統合協定を1996

年に改組して設立されたアンデス共同体は、コロ

ンビア、ペルー、ボリビア、エクアドルの 4カ国

で構成される関税同盟である（ベネズエラは 2006

年 4月に脱退表明。2005 年 7月、メルコスール諸

国（アルゼンチン、ブラジル、パラグアイ、ウル

グアイ）が準加盟国として参加。チリは 2006 年 9

月に準加盟）。域内関税について、コロンビア、ボ

リビア、エクアドルは1993年までに撤廃し、ペルー

は 97年から引き下げを開始し、2005 年 12月末に

完全撤廃しており、2006 年 1月、自由貿易市場が

スタートした。対外共通関税については、4段階

の新対外共通関税を2004年までに適用する予定で

あったが、加盟国間の利害の不一致や、コロンビ

ア、ペルー、エクアドル 3ヵ国の対米個別FTA

交渉が開始したことに伴い、2006 年 2月のアンデ

ス共同体通商大臣会合において新対外共通関税の

発効を 2007 年 1月 31 日まで停止することで合意

された。その後，2014 年 12月 31日まで停止期限

の延長を行った。他地域との間では、2006 年 6月

に EUとの経済連携協定の交渉開始を求めるEU

首脳宛書簡に 4カ国首脳が署名し、2007 年 6月に

EUとアンデス共同体とのFTA交渉が開始され

た。しかし、交渉は、2009 年 1月からEUとコロ

ンビア、ペルー、エクアドルとの通商協定交渉へ

と変化し、2010 年 3月にEUとコロンビア、ペルー

との間でのみ大筋合意し、2012 年 6月に EU・コ

ロンビア、ペルー通商協定の署名に至った。アン

デス共同体域内国と米国との二国間FTAについ

ては、2009 年 2 月にペルーとのFTAが発効し、

2006 年に署名したコロンビアとのFTAについて

も、再合意を経て 2012 年 5月に発効した。

（d）太平洋同盟（Alianza del Pacífico）の概観

2012 年 6 月に署名された太平洋同盟（Alianza 

del Pacífico）は、メキシコ、コロンビア、ペルー、

チリの 4カ国によって枠組み条約に署名された地

域経済統合協定である。太平洋同盟の構成や参加

資格等、太平洋同盟の組織や体制について規定す

る「太平洋同盟枠組協定」は、2015 年 7月 20 日

に発効した。2014 年 2 月 10 日に開かれた第 8回

太平洋同盟首脳会合において、域内関税について

92％の品目で即時撤廃、残り 8％を最長で 17年か

けて段階的に完全撤廃することなどを内容とする

追加議定書が 2015 年 7月 3日には第 10回首脳会

合が開催され、パラカス宣言が採択された。

当該宣言では、物品、サービス、資本及び人の

より自由な移動を実現するため、深化した統合地

域の建設を進展させる決意や、他の統合メカニズ

ムと連携していく意思が示された。

（e）地域統合に向けた各国の主な動き　

（ⅰ）米国

米国は 1990 年代までは、前述の北米自由貿易

協定（NAFTA）及びイスラエルとの二国間FTA

以外にはFTAを締結していなかったが、2002 年

通商法（貿易促進権限（TPA）を含む）の成立

を契機に、チリ、シンガポールをはじめとして

FTA交渉を積極的に展開し始めた。2003 年 9月

のWTOカンクン会合において「ドーハ開発アジェ
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ンダ」の中間合意が達成できなかったことにより、

この動きを更に加速させた。米国は、FTAを単

なる貿易自由化にとどまらず、相手国の貧困から

の脱却や経済改革への支援、加えて安全保障やテ

ロ対策の観点からも同盟関係構築のツールとして

位置づけている。米国は、中南米、アジア・オセ

アニア、中東、アフリカと全世界規模でFTAを

展開する意図を示している。中米 5カ国（エルサ

ルバドル、グアテマラ、ニカラグア、ホンジュラ

ス、コスタリカ）及びドミニカ共和国とのFTA

（DR-CAFTA）については、2004 年 8 月に署名、

2005 年 7月に議会承認が行われ、2009 年 1月にコ

スタリカとのFTAが発効したことにより、6カ

国全てとFTAが発効している。

また、オマーンとのFTAは、2006 年 1月に署

名、2009 年 1月に発効した。更に、アンデス諸国

（コロンビア、ペルー）とのFTAについては、ペ

ルーとの間で 2006 年 4月署名、2007 年 12 月議会

承認、2009 年 2 月に発効した。2006 年に署名し

たコロンビアについても、再合意を経て 2012 年 5

月に発効した。また、パナマとのFTAについて

は 2007 年 6月に署名し、2012 年 10月に発効した。

2007 年 6月に署名した韓国とのFTAは、当初ア

メリカ議会での批准の見込みが立っていなかった

が、両国間で改めて交渉を実施した結果、2010 年

12月に再度の交渉合意に至り、2011 年 2月交換公

文を取り交わした。その後、両国議会の承認を経

て、2012 年 3月に発効した。

2015 年 2月時点では、以上の他、シンガポール、

チリ（いずれも 2004 年 1月）、豪州（2005 年 1月）、

モロッコ（2006 年 1月）、バーレーン（2006 年 8月）

との間でFTAが発効している。

その他、米国が交渉を開始した協定として、南

部アフリカ関税同盟（SACU：ボツワナ、レソト、

ナミビア、南アフリカ、スワジランド）、タイと

のFTAがある。また、2006 年 11 月には、APEC

地域におけるアジア太平洋自由貿易圏（FTAAP）

を提案した。2009 年 11 月には、オバマ大統領が

環太平洋パートナーシップ（TPP）への関与を表

明し、翌 12月には米議会へ交渉開始を通知した。

2010 年 3月には、第 1回TPP交渉会合が行われ、

2015 年 10 月に大筋合意に至り、2016 年 2月に署

名された。（TPPの動きについては 3. (2) ⑯環太平

洋パートナーシップの項を参照）

また、欧州連合（EU）との間では、2011 年 11

月に設置された「FTA交渉開始に向けた高級作

業部会」が、2013年2月に最終報告をとりまとめた。

同報告は、「市場アクセス」、「規制・非関税障壁」、

「ルール」の 3つの柱から構成され、米EU首脳に

対し、包括的な貿易投資に関する協定の交渉開始

のための国内手続を開始するよう勧告する内容と

なっている。これを受けて、同月の米EU首脳共

同声明にて、環大西洋貿易投資パートナーシップ

（TTIP）協定の交渉入りに向けた手続開始が宣言

され、2013 年 7月に第 1回交渉会合が開催された。

2016 年 2月末までに 11回の交渉会合が開催され

ている。
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見直しの可能性を検討することで合意したほか、11月にはタイとのFTAを発効させ、そこでは約９割の
品目の関税が撤廃している。 

② 欧州 

（a）欧州連合（EU：European Union）の概観 

1957年3月に調印されたローマ条約に基づき1958年1月に発足した欧州経済共同体（EEC）は、「モ
ノ・サービス・人及び資本」の4つの移動の自由化を実現した共同市場の創設を目指すもので、1968年
に関税同盟と共通農業政策を完成させた。また、1992年を期限とする域内市場統合計画の完成による域
内障壁の撤廃を経て、1993年には経済・通貨の統合だけでなく政治的な面での統合も促進させるマース
トリヒト条約が発効し、12カ国で構成される「欧州連合（EU）」が発足した。その後、1995年1月に
はオーストリア、フィンランド、スウェーデンが新規に加盟して15カ国となった。更に同条約を改正し
たアムステルダム条約、ニース条約がそれぞれ1999年5月、2003年2月に発効した。また、中東欧諸国
を中心とする10カ国、ポーランド、ハンガリー、チェコ、スロバキア、スロベニア、エストニア、リト

���������現
在

韓国
・０７年６月署名
・１０年１２月追加交渉合意
・１１年１０月米国上下両院通過
・１２年３月１５日発効

パナマ ・０７年６月署名
・１１年１０月米国上下両院通過
・１２年１０月３１日発効

ＤＲ－ＣＡＦＴＡ（中米６ヵ国）
・ｴﾙｻﾙﾊﾞﾄﾞﾙ､ﾎﾝｼﾞｭﾗｽ､ﾆｶﾗｸﾞｱ、ｸﾞｱﾃﾏﾗ、ﾄﾞ
ﾐﾆｶ共和国、ｺｽﾀﾘｶと発効済

モロッコ
・０６年１月発効

ＳＡＣＵ （南部アフリカ関税同盟：南ｱ

ﾌﾘｶ､ﾎﾞﾂﾜﾅ､ﾅﾐﾋﾞｱ､ﾚｿﾄ､ ｽﾜｼﾞﾗﾝﾄﾞ）
･０６年以降交渉中断

アフリカ

豪州
・０５年１月発効

オマーン ・０９年１月発効

中東
バーレーン・０６年８月発効

ヨルダン ・０１年発効

イスラエル ・８５年発効

ＡＳＥＡＮ

シンガポール
・０４年１月発効

タイ
・０４年６月交渉開始
・０６年交渉中断

チリ ・０４年１月発効

コロンビア ・０６年１１月署名

・１１年１０月米国上下両院通過
・１２年５月１５日発効

ペルー ・０９年２月発効

中南米

米 国

ＴＰＰ
（環太平洋パートナーシップ）

・０８年９月参加表明
・０９年１１月、オバマ大統領がＴＰＰ関係
国と連携（engage）すると言及。１２月、
議会に交渉開始を通知
・１０年３月、交渉開始
・１５年１０月、大筋合意
・１６年２月、署名

ＮＡＦＴＡ
・９４年発効

ＴＴＩＰ
（環大西洋貿易投資パートナー
シップ）
・１３年７月 交渉開始

米国のＦＴＡ取組状況
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（ⅱ）メキシコ

メキシコは、2005 年 4月に発効した日メキシコ

EPAをはじめ、これまで、米国、カナダ、EU（EU

の項参照）、EFTA、イスラエル、コロンビア、ペ

ルー、チリなど中南米の国々と計 13本のFTAを

締結している（2015 年 4月 20 日に新たにパナマ

とのFTAを批准）。韓国とのFTA交渉について

は、2006 年 2 月から交渉を開始したが、当時韓

国が対米FTA交渉に注力していたこともあり、

2006 年 6月までの第 3回交渉以降、進展がみられ

ず、2007 年 8月、当初目指していた「経済補完戦

略協定」からFTAに格上げして締結交渉を開始

することを発表したものの2008年 6月以降は交渉

が事実上中断していた。その後、2012 年 6月の韓

国・メキシコ首脳会談で、交渉再開に合意したが、

これまでのところ交渉進展についての目立った発

表はなされていない。（TPPの動きについては3. (2) 

⑯環太平洋パートナーシップの項を参照）

（ⅲ）チリ

チリはこれまで、日本、カナダ、メキシコ、コ

スタリカ、エルサルバドル、ホンジュラス、グア

テマラ、米国、韓国、EFTA、中国、パナマ、ペルー、

コロンビア、豪州、トルコ、マレーシア、ベトナム、

EU、タイ、ベトナム等とは経済連携協定を、シン

ガポール、NZ、ブルネイとは環太平洋戦略的経済

連携協定（P4）を、ボリビア、エクアドル、メル

コスール、ベネズエラ、キューバ等とは経済補完

協定を、インドとは部分到達協定を署名又は発効

させている。なお、2015 年の動きとして、5月に、

中国とのFTA見直しの可能性を検討することで

合意したほか、11月にはタイとのFTAを発効さ

せ、そこでは約９割の品目の関税が撤廃している。

② 欧州
（a）欧州連合（EU：European Union）の概観

1957 年 3 月に調印されたローマ条約に基づき

1958 年 1月に発足した欧州経済共同体（EEC）は、

「モノ・サービス・人及び資本」の 4つの移動の自

由化を実現した共同市場の創設を目指すもので、

1968 年に関税同盟と共通農業政策を完成させた。

また、1992 年を期限とする域内市場統合計画の完

成による域内障壁の撤廃を経て、1993 年には経済・

通貨の統合だけでなく政治的な面での統合も促進
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させるマーストリヒト条約が発効し、12カ国で構

成される「欧州連合（EU）」が発足した。その後、

1995 年 1月にはオーストリア、フィンランド、ス

ウェーデンが新規に加盟して15カ国となった。更

に同条約を改正したアムステルダム条約、ニース

条約がそれぞれ 1999 年 5 月、2003 年 2 月に発効

した。また、中東欧諸国を中心とする10カ国、ポー

ランド、ハンガリー、チェコ、スロバキア、スロ

ベニア、エストニア、リトアニア、ラトビア、キ

プロス及びマルタが 2004 年 5月に正式加盟し、25

カ国となった。また、ルーマニア及びブルガリア

が 2007 年 1月に加盟した。

拡大を続けるEUでは、求心力の維持と統合の

深化を図るために、2004 年に欧州憲法条約を採択

し、同年 10月にEU全加盟国首脳間で本条約に調

印した。各加盟国が批准することとなったが、フ

ランス、オランダにおいて欧州憲法条約批准が国

民投票で否決された。このため 2007 年 6月、欧州

憲法条約の内容を基本的に継承しつつ、「憲法」的

要素を排除した改革条約案の作成に合意し、2007

年 10月、リスボンにおけるEU非公式首脳会合に

おいて、改革条約案が合意された。2007 年 12月、

リスボンにおいて改革条約（「リスボン条約」）の

署名が行われ、全加盟国による批准のプロセスを

経て 2009 年 12 月 1日に発効した。2013 年 7月に

はクロアチアが新たに加盟し、EUは 28カ国体制

に移行した。

2014 年 5月には、リスボン条約発効後、初めて

の欧州議会選挙が実施された。同年 11月には、ル

クセンブルクからユンカー欧州委員会委員長が、

同年 12月には、ポーランドからトゥスク欧州理

事会議長が就任し、EUの新体制が発足した。

（b）EU の地域統合及び主要国との経済連携強化の

取組

EUは、周辺諸国とのFTAを積極的に推進し

てきた。1994 年 1 月に、スイスを除くEFTA加

盟国（ノルウェー、アイスランド、リヒテンシュ

タイン、及び当時EU未加盟だったスウェーデン・

フィンランド・オーストリアの計 6カ国）と、自

由貿易地域より進んだ「ヒト、モノ、資本及びサー

ビスの自由移動、研究開発、環境等の分野におけ

る協力の強化、拡大」を内容とした「欧州経済地

域（EEA：European Economic Area）」を発足さ

せた。また、地中海諸国との間においても 1970 年

代に締結した協定の代わりに、貿易自由化、投資・

サービスの自由化を規定した新たな欧州・地中海

諸国の自由貿易協定の交渉を進めており、シリア

を除く地中海諸国と連携協定を結んで自由貿易地

域を創設。現在これをさらに深化させ、サービス

や投資、政府調達、規制分野を含めた自由貿易地

域を目指している。

EUは、これら周辺諸国以外にも、広範な地域

とFTAを通じた地域協力関係の構築を進めてい

る。1975 年からロメ協定によって経済支援関係

を維持していたアフリカ・カリブ海・太平洋諸国

（ACP諸国）77カ国とは、2000 年 6月にロメ協定

を改めてコトヌー協定を締結した。本協定に基づ

き 2002 年 9月からはEUとACP諸国内の地域統

合グループ（アフリカ 4地域、カリブ海地域、太

平洋諸国地域の計 6地域）との交渉が開始された。

2007 年末までにACP内でいくつかの地域統合と

中間協定を締結し、経済連携協定の締結へ向けて

交渉を行っていたが、合意できたのはカリブ海地

域のみだった（2008 年 10月に調印）。その後、ア

フリカを5地域に分けて見直し交渉を進めた結果、

西部アフリカ地域とは 2014 年 7月に署名を行い、

南部アフリカ地域とは同年同月に合意した。

中南米諸国とは、まず政治協力も含めたメキシ

コ・EU自由貿易協定が 2000 年 7 月に発効した。

本協定は、知的財産権や政府調達、競争、投資等

を含んだ包括的なものである。市場アクセスに関

しては、鉱工業品では 100％、サービスではオー

ディオ・ビジュアル、航空輸送、海運を除いて自

由化した。本協定の発効により、EUは、中南米

のみならずNAFTAへの足がかりを作ることがで

きた。一方、メキシコは、米国とEUという二大

市場とFTAを締結することによって米国への過
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度の依存を緩和するとともに、ハブ機能を持つこ

とによって、更なる貿易・投資の拡大を期待でき

るようになった。また、EUは、チリとの間でも、

FTAを含む経済枠組協力協定を2002年 11月に発

効した。更に、EUはメルコスールとの間で 1995

年 12月に、地域間協力枠組協定に署名した。これ

をうけて、技術協力の推進、投資促進への法環境

整備等を含む包括的な政治経済連携を目指すEU

－メルコスール連合協定交渉が、2000 年 4月に開

始された。双方の間では、農産物市場開放に関す

る双方の意見の隔たりが大きく、交渉は一時頓挫

したものの、2010 年 5 月に交渉を再開した。EU

がメルコスールに対して投資・サービスに関する

より大きな譲歩を求めている一方、メルコスール

はEUに対して農産物・食品市場の一層開放を求

めている。湾岸協力理事会（GCC：バーレーン、

クウェート、オマーン、カタール、サウジアラビア、

アラブ首長国連邦）とは、1990 年に FTA交渉を

開始し、交渉の一時中断を経て、2002 年に交渉を

再開している。2008 年にはGCCにより交渉が停

止され、その後非公式な協議が行われている。

アジア諸国については、2006 年 10 月に発表

された欧州委員会の対外戦略を記した「Global 

EUROPE competing in the world」において、韓国、

ASEAN、インドとのFTA交渉に高い優先順位を

設定している。これを受けて、韓国とは、2007 年

5月から交渉を開始し、2010 年 10月に正式署名す

るとともに、2011 年 7月に暫定発効した。インド

とは、2007 年 6月に交渉を開始し、2012 年 6月の

EUインド閣僚会合では「2012 年末までに集中的

な作業計画を行うこと」に合意しており、2013 年

からは専門家会合及びハイレベルでの折衝を行っ

ている。ASEANとは、2007年5月に交渉を開始し、

これまでに 7度の交渉を実施したが、2009 年 3月

に交渉を休止し、個別国との交渉へと移行するこ

ととなった。まず、シンガポールとは 2010 年 3月

に交渉を開始し、2013 年 9月に多くの部分につい

て仮調印を行い、2014年10月に完全合意に達した。

マレーシアとは 2010 年 10 月に交渉を開始し、一

時中断していたものの 2015 年 7月に交渉を再開

した。ベトナムとは 2012 年 6月に交渉を開始し、

2015 年 8月に合意した。

カナダとも、2009 年 10 月から交渉を開始し、

2014 年 9月オタワでのカナダ -EUサミットで交渉

を終了した旨宣言した。

米国とのFTAについては、2011 年 11 月に設

置されたFTA交渉開始に向けた高級作業部会が

2013年 2月に最終報告をとりまとめた。同報告は、

「市場アクセス」、「規制・非関税障壁」、「ルール」

の 3つの柱から構成され、米EU首脳に対し、包

括的な貿易投資に関する協定の交渉開始のための

国内手続を開始するよう勧告する内容となってい

る。これを受けて、2013年7月から交渉を開始した。

なお欧州委員会は 2015 年 10 月に、EUの新た

な通商投資政策（「すべてのための通商：より責

務ある通商投資政策に向けて」）を公表し、①ドー

ハ・ラウンド、米国とのFTA、日 EU・EPA及

び中国との投資協定の妥結を優先、②オーストラ

リア、ニュージーランド、フィリピン、インドネ

シアのような太平洋地域、アフリカとの新たな交

渉の開放、③メキシコ、チリとのＦＴＡ及びトル

コとの関税同盟の現代化を対外通商戦略として言

及している。（日EU間の動きについては 3．我が

国における経済連携の取組参照）
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③ アジア太平洋地域
（a）ASEAN 自由貿易地域（AFTA：ASEAN Free 

Trade Area）の概観

AFTAは、1992 年 1 月のASEAN首脳会議に

おいてその推進が合意された、東南アジア諸国連

合（ASEAN）加盟 10カ国による自由貿易地域で

ある。1993 年 1月より、共通実効特恵関税（CEPT：

Common Effective Preferential Tariff）制度に基づ

いて、域内関税を段階的に引き下げることとして

おり、当初は 2008 年までに適用品目 (IL) の域内

関税を 0～ 5％まで引き下げることを目標として

いた。しかしながら、その後数次にわたりAFTA

の加速化・深化が図られ、1994 年のAFTA評議

会では域内関税引き下げの期限が 2003 年に前倒

しされ、1998 年 12 月の ASEAN首脳会議では、

ASEAN原加盟国（フィリピン、タイ、マレーシア、

シンガポール、ブルネイ、インドネシア）について、

引き下げ期限がさらに2002年に前倒しされた。加

えて、1999 年のAFTA評議会及びASEAN首脳

会議では関税引き下げの目標を「0～ 5％」から「関

税撤廃」とした上で、ILの関税撤廃期限を原加盟

国については 2010 年まで、新規加盟国（カンボ

ジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム）について

は 2015 年までとすることが宣言された。さらに、

2004 年 11 月のASEAN首脳会議において、優先

11業種（木製品、自動車、ゴム製品、繊維、農産

物加工、漁業、エレクトロニクス、IT、ヘルスケ

ア、航空、観光）のうち、航空・観光を除く製造

業 9業種において、当初予定より 3年間前倒して、

原加盟国においては 2007 年までに、新規加盟国に

おいては 2012 年までに域内関税を撤廃すること

に合意し、予定通り実行された。その結果、原加

盟国の IL関税引き下げは 2002 年に、IL関税撤廃

は 2010 年に、新規加盟国の IL関税撤廃は、総品

目数の 7%にあたる一部品目を除き 2015 年 1月に

達成された。なお、この一部品目については 2018

年まで関税撤廃が猶予されている。2016 年 1月時

点での総品目数に対する関税撤廃率は、原加盟国

平均で 99.2%、新規加盟国で 90.9%、ASEAN全体

で 96.0%となっており、例外品目が極めて少ない

高水準のFTAになっている。

また、さらなるASEANの経済統合の深化を
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目指して、2003 年 10 月に開催された ASEAN

首脳会合の「第 2ASEAN協和宣言」において、

AFTA・ASEANサービス貿易枠組合意（AFAS）・

ASEAN 投資地域枠組合意（AIA）といった

既存の取組を包含して、ASEAN 経済共同体

（AEC:ASEAN Economic Community）を 2020 年

までに設立することが宣言された。その後、2007

年 1月のASEAN首脳会合では、経済共同体を含

む「ASEAN共同体」を 2015 年に前倒しで創設

することが決定され、同年 11 月のASEAN首脳

会合では、法的拘束力のある「ASEAN憲章」が

署名され、AECの 2015 年までのロードマップ

である「AECブループリント」が発出された。

ASEAN憲章は 2008 年 12 月に発効し、従来の緩

やかな共同体を特徴付けていた「全会一致」の原

則は維持されつつも、経済関連問題については「全

会一致」によらない柔軟な方式が取り入れられた。

また、AECブループリントはAECに関する各分

野の目標とスケジュールを定めたもので、4つの

戦略目標と 17の分野が示されている。その中で、

AFTA-CEPT協定を包括的な協定として見直すこ

とが記載されており、2009 年 2月には、CEPT協

定に替わる「ASEAN物品貿易協定（ATIGA）」

が署名され、貿易円滑化、税関、任意規格・強制

規格及び適合性評価・衛生植物検疫・貿易救済措

置の５分野が追加された。同様に、投資分野につ

いても、ASEAN投資促進・保護協定（IGA）と

ASEAN投資地域枠組合意（AIA）を統合・改定

した「ASEAN包括的投資協定（ACIA）」が署名

された。尚、ASEANではAECブループリント

の着実な実行を促すためスコアカードを導入して

おり、ブループリントに記載された取組の進捗を

評価している。2012 年 8 月の東アジアサミット

（EAS）経済大臣会合では、ERIAがその進捗状況

をまとめた中間レビューの報告を行った。2015 年

11 月の ASEAN首脳会合では、同年 10 月 31 日

時点で優先事業の 92.7%、全事業の 79.5%が達成

されたこと、及び同年 12 月 31 日にAECを含む

ASEAN共同体が設立することが宣言された。

しかしながら、ASEAN 設立文書において、

ASEAN共同体の設立はASEAN統合のマイルス

トーンに過ぎず、同首脳会合において、2016 年

以降もさらなる統合の深化に向けた取組を実施す

ることが表明され、2025 年までの新たなロード

マップである「AECブループリント 2025」が発

表された。AECブループリント 2025 においては、

ATIGAの更なる強化、ACIAの着実な実施に加え、

AFASを全面的に刷新するASEANサービス貿易

協定（ATISA）の交渉加速及び実施が掲げられて

いる。

（b）ASEAN を巡る動き（「ASEAN ＋ 1」の取組）

近年、ASEANの成長活力を取り込むことによっ

て経済活性化を図るべく、前述の米国及びEU、

後述する日本の他にも、中国、韓国、インド、豪州・

ニュージーランド（ANZCER）等が、ASEANと

のEPA/FTA締結への動きを活発化させている。

（ⅰ）中国 ASEAN FTA 

中国ASEAN FTAについては、2000 年 11月の

首脳会議で、朱鎔基首相が提案し、2001 年 11 月

の首脳会議では、①中国ASEAN間の「経済協力

枠組み」を確立し、10年以内に「中国ASEAN自

由貿易地域（FTA）」を創設する、②自由化措置

の前倒しを行う品目（いわゆる「アーリーハーベ

スト」）を、今後の協議により決定することに合意

した。2002 年 1月からの実務者会合を経て、6月

からの貿易交渉委員会で議論を行い、11月の首脳

会議で、10年以内の中国ASEAN FTAの創設を

含む「包括的経済協力枠組み協定」に署名し、同

協定は 2003 年 7月 1日に発効した。2004 年 11 月

には、「物品貿易協定」、｢紛争解決制度協定 ｣に

署名し、2005 年 7月から関税引き下げを開始し、

2010 年 1月にはASEAN6カ国において対象品目

の 9割について関税が撤廃された。また、2007 年

1月に署名された「サービス貿易協定」は同年 7

月に発効、2009 年 8月に署名された「投資協定」

は 2010 年 1月に発効した。
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（ⅱ）韓国 ASEAN FTA 

韓国 ASEAN FTA については、2004 年 3 ～

8 月の専門家共同研究会後、2004 年 11 月の韓

ASEAN首脳会談において、交渉を開始するとと

もに、2009 年 1月 1日までに全品目の 80％の関税

を撤廃することに合意した（CLMV（カンボジア、

ラオス、ミャンマー、ベトナム）は別途設定）。そ

の後、2005 年 2月の交渉開始以後 8回の交渉を経

て、2005年12月の韓ASEAN首脳会談において「包

括的経済協力枠組み協定」に署名し、また、同時

期に行われた韓国ASEAN通商長官会談において

「紛争解決協定」に署名し、韓ASEAN首脳会談

において「包括的経済協力枠組み協定」に署名し

た。また、2006 年 8月、「物品貿易協定」に署名（タ

イを除く）し、2007 年 6月より関税引き下げを開

始した。また、2007 年 11月に「サービス貿易協定」

に署名（タイを除く）し、2009 年 5月に発効した。

2009 年 2月には、タイの物品貿易協定に係る議定

書を署名、6月には投資協定が署名された。韓国

及びASEAN6カ国は 2012 年までにほとんどの品

目で関税が撤廃されている。なお、CLMV諸国の

ノーマルトラックにつ いては、2013 年（ベトナ

ム）/2015 年（CLM）の 1 月 1日までに少なくと

も品目数の半分を 0～ 5%に、2015 年（ベトナム）

/2017 年（CLM）の 1月 1日までに品目数の９割

を 0～ 5%に、2018 年（ベトナム）/2020 年（CLM）

の 1月 1日までに全品目の関税撤廃という段階を

踏んで削減される。

（ⅲ）インド ASEAN FTA 

2002 年 11 月、ASEANとインドの初の首脳会

談において、双方が経済協力の強化で合意し、貿

易・投資の自由化を長期目標とすることなどを決

定した。その決定を受け、政府間の作業部会を立

ち上げ、2003 年 10 月に枠組み協定に署名した。

物品分野において、インド側の自由化除外品目数

等について交渉が難航していたが、2008 年 8月に

合意に至り、2009 年 8月に署名され、2010 年 1月

から発効した。2011 年にフィリピンとカンボジア

が批准を済ませたことにより、10 カ国全ての国

との発効に至った。また、インドとASEANは、

2012 年 12 月 20 日、サービスと投資分野のFTA

の締結にも合意し、2014 年 11 月に全加盟国間で

署名された。

（ⅳ）豪州・ニュージーランド（CER）ASEAN 

FTA 

2002 年 9 月の ASEAN・CER 経済大臣会合に

おいて、豪・NZ（豪州・ニュージーランド経済

関係緊密化協定：Closer Economi Relations）と

ASEANは「AFTA・CER-CEP」共同閣僚宣言（FTA

は含まれない）に署名した。これによりASEAN

と CERの間で貿易、投資、地域経済統合を促進

するためのフレームワーク構築が合意された。ま

た、2010 年までにASEANと CER間での貿易と

投資を 2倍にすることを目標に各分野で協力す

ることに合意。その後、2004 年 11 月に開催され

たASEAN―豪・NZ記念首脳会議の合意に従い、

ASEAN―豪・NZ との FTA 交渉が 2005 年 2 月

に交渉を開始した。2008年 8月に物品分野に加え、

サービス、投資、知的財産を含むFTAに合意し、

2009 年 2月に署名され、2010 年 1月に豪州、NZ、

ブルネイ、マレーシア等８カ国との間で発効し、

2012 年 1月全ASEAN諸国との間で発効した。な

お、2010 年 5月から開始された協定見直し交渉が、

2013 年 12 月に合意、2014 年 8 月には署名、2015

年 10 月に第一改訂議定書が発効し、原産地規則

の統合・簡素化等が図られた。

（c）地域統合に向けた各国等の主な動き

（ⅰ）シンガポール

シンガポールは積極的にEPA/FTA締結に向け

た動きを展開している。既に、ニュージーランド

（2001 年 1月）、日本（2002 年 11月）、欧州自由貿

易連合（EFTA、2003 年 1月）、豪州（2003 年 7月）、

米国（2004 年 1月）、インド（2005 年 8月）、ヨル

ダン（2005年8月）、韓国（2006年3月）、パナマ（2006

年 7月）、ペルー（2009 年 8月）、中国（2009 年 1

月）コスタリカ（2013 年 7月）、GCC（2013 年 9月）、

台湾（2014年4月）との間でEPA/FTAを発効した。
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また、ブルネイ、ニュージーランド、チリとの間に、

環太平洋戦略的経済連携協定（P4）を発効させて

おり（2006 年 5月：ニュージーランド、同年 7月：

ブルネイ、同年 11月：チリ）、TPP協定交渉を主

導した。EUとの間では、2010 年 3月に交渉を開

始し、2013 年 9月に仮調印した。EU理事会と欧

州議会での承認や加盟国による批准手続きが必要

であり、発効は、2017 年ごろとなる見込みである。

さらに、パキスタン、カナダ、ウクライナ等とは

現在交渉中である。また、トルコとのFTAにつ

いては、2015 年 10月に交渉が妥結した。

（ⅱ）タイ

タイは 2001 年のタクシン政権発足から、各国

との経済連携強化に積極的に動き出した。既に豪

州（2005 年 1月）、ニュージーランド（2005 年 7月）、

日本（2007 年 11月）、ペルー（2011 年 12月）、チ

リ（2015 年 11月）との間ではFTAが発効してい

る。バーレーン、インドとの間ではFTA枠組み

協定を締結したが、バーレーンとはGCCが単独

でのFTAを認めなかったことから頓挫し（タイ

はGCCとの交渉を優先する方針）、インドとは全

体交渉を継続中（EHは実施済み）となっている。

また、米国（2004 年 6 月開始）、EFTA（2005 年

10月開始）とも交渉を行っているものの、タイの

政治混乱等の理由により、交渉は停滞している。

なお、TPPについては、2012 年 11 月の米タイ

首脳会談において、TPP交渉参加への関心を表明

したが、国内手続の関係もあり、交渉参加には至

らなかった。しかし、2015 年 10月のTPP大筋合

意後の 11月 20日に、マレーシア・クアラルンプー

ルで日タイ首脳会談が開催され、プラユット首相

よりTPP参加への関心が述べられた。

（ⅲ）マレーシア

マレーシアは、2004 年 1月より開始した我が国

とのEPA交渉を契機に、各国との取組を進めて

いる。これまでに、日本（2006 年 7月）とパキス

タン（2008 年 1月）、ニュージーランド（2010 年

8 月）、インド（2011 年 7 月）、チリ（物品のみ、

2012 年 2月）、豪州（2013 年 1月）、トルコ（2015

年 8 月）との間で、EPA/FTAが発効している。

マレーシアは、TPP交渉に 2010 年 12月に正式に

参加したほか、2010 年にはEUとのFTA交渉も

開始し、2012 年 4月までに 7回の交渉が行われた

後、一時交渉が中断していたが、2015 年 7月に再

開している。

（ⅳ）韓国

韓国は、世界的にEPA/FTAが拡散する趨勢に、

効率的に対応するため、2003 年「FTA推進ロー

ドマップ」を策定し、関税撤廃、サービス投資、

知的財産権、政府調達等を含む包括的なレベルの

高い同時多発的なFTAを推進する方針を確認し

た。2004 年 12月には、当時の外交通商部にFTA

交渉のための専門の担当部局を設置し、2005 年か

ら本格的に複数の国・地域と同時並行的に交渉を

加速させた。

一方、2013 年 2 月に就任したパク大統領は、

FTA交渉も一巡した状況を踏まえ、これまでの

「通商交渉」中心のFTA政策から「産業と通商

の連携強化」を目的としたFTA戦略へ転換する

こととした。また、通商交渉権限も、従来の外交

通商部から産業界を所管する旧知識経済部へ移管

し、新たに産業通商資源部を設置した。同年 6月

に策定した「新通商ロードマップ」では、従来の

同時多発的FTA戦略から①韓中FTA、日中韓

FTA、RCEPを中心とした東アジア経済統合、②

韓米FTAを中心としたアジア太平洋の経済統合

など、地域統合市場獲得のためのFTAを推進す

るとともに、③新興国の需要に応じた産業・資源・

エネルギー協力等の連携を通じた新興国との共生

型FTAを推進する方向へ舵取りを変更し、新興

国における韓国企業の海外進出拡大の契機として

のFTAも積極的に推進することとしている。

2016 年 1 月末現在の、韓国の FTA推進状況

を見ると、11 カ国（チリ、シンガポール、イン

ド、ペルー、米国、トルコ、豪州、カナダ、中国、

ニュージーランド、ベトナム）・3地域（EFTA、

ASEAN、EU）との間でEPA/FTAを発効してお

り、コロンビアとは 2013年 2月に署名した。また、
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日中韓、RCEP、エクアドル、中米が交渉中である。

日本（2004 年 11月以降中断）、メキシコ（2008 年

6月以降中断）、GCC（2009 年 7月以降中断）、イ

ンドネシア（2014 年 2月以降中断）との交渉は依

然として中断されたままであるものの、この 1年

で 3か国（中国、ニュージーランド、ベトナム）

とのFTAが発効し、1か国（エクアドル）・1地

域（中米）と交渉を開始している。米国、EU、

ASEAN、中国などの主要貿易国・地域とFTAを

締結しており、他国・他地域と比較してもFTA

推進状況は群を抜き、世界におけるFTAトップ

ランナーの地位を確立している。

　2016 年 1月に産業通商資源部長官がパク大統

領へ行った今年度の業務説明では、通商政策の方

向性について、TPPを含む日中韓 FTA、RCEP

に積極的に対応することを発表したほか、最近交

渉を開始した中米、エクアドルとのFTAの交渉

を年内に加速化させること、イスラエルとの交渉

を開始すること、ロシアなど中央アジア諸国との

FTAを推進することを発表しており、さらなる

FTA大国を目指している。

なお、TPP について、2013 年 11 月、韓国は

TPP交渉参加をめぐる公聴会を国内で開いた後、

対外経済閣僚会議において、経済副首相兼企画財

政部長官がTPP交渉参加への関心を表明し、既

にTPP交渉に参加している 12か国と予備協議を

行った（日本とは 2014 年 3月に開催）。2015 年 10

月にTPPが大筋合意し、韓国の報道では可能な

限り早期にTPPに参加すべきとの意見も多く見

られる中、一定程度の慎重な見方もあり、未だ正

式な参加表明を行っていない。なお、2016 年 1月

の前述業務説明において、TPP発効までの期間を

「新通商体制の拡散に備えた先制的な産業競争力

の強化及び制度先進化の契機として活用」すると

説明した。

  

イスラエル（共同研究終了）
10年8月共同研究終了

ＥＦＴＡ （発効）
05年1月交渉開始、06年9月発効

日本（交渉中断中）
03年12月交渉開始
（～04年11月第6回交渉後中断）ＥＵ （暫定発効）

07年5月交渉開始,15年12月発効

アメリカ （発効）
06年6月､交渉開始（07年6月署名）
11年2月追加交渉署名、12年3月発効

チリ （発効）
99年12月交渉開始、04年4月発効

ペルー （発効）
09年3月交渉開始、11年8月発効

トルコ （発効）
10年4月交渉開始、13年5月発効

コロンビア（署名）
09年12月交渉開始、13年2月署名

マレーシア（共同研究終了）
12年12月共同研究終了

インド（発効）
06年3月交渉開始、10年1月発効

シンガポール （発効）
04年1月交渉開始、06年3月発効

ＡＳＥＡＮ （発効）
05年2月交渉開始、07年6月物品協定発効
（ﾀｲ10年1月）、09年5月サービス協定発効
（ﾀｲ10年1月）、09年9月投資協定発効

ＧＣＣ （交渉中断中）
08年7月交渉開始
（～09年7月、第3回交渉後中断）

ベトナム（発効）
12年9月交渉開始、15年12月発効

ニュージーランド（発効）
09年6月交渉開始, 15年12月発効

中米（交渉中）
15年6月交渉開始

インドネシア（交渉中断中）<CEPA>
12年7月交渉開始
（～14年2月、第7回交渉後中断）

メルコスール（共同研究終了）
07年10月共同研究終了
09年7月貿易協定推進協議MOU締結

メキシコ （交渉中断中）
07年12月交渉開始
（～08年6月、第2回交渉後中断）

日中韓（交渉中）

12年11月交渉開始

（出所：産業通商資源部報道発表）

韓国のＦＴＡ締結状況

RCEP（交渉中）
13年5月交渉開始

エクアドル（交渉中）<SECA>
15年8月交渉開始

オーストラリア（発効）
09年5月交渉開始、14年12月発効

中国 （発効）
12年5月交渉開始,15年12月発効

カナダ（発効）
05年7月交渉開始、15年1月発効
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（ⅴ）中国

中国は、近年、各国地域との経済連携強化を積

極的に推進している。現在までに、香港、マカオ、

ASEAN、チリ、パキスタン、ニュージーランド、

シンガポール、ペルー、コスタリカ、アイスランド、

スイス、韓国、豪州とのEPA/ FTAを発効させ

ている。ただし、チリについては、2015 年 5月に

FTAの見直しに関する了解覚書に調印し、内容

の拡充などグレードアップの可能性を検討するこ

とで合意している。また、現在、東アジア地域包

括的経済連携（RCEP）について、2016 年内の妥

結を期待する旨の共同声明文に基づき交渉を行っ

ている。加えて、湾岸協力理事会（GCC）、ノル

ウェー、スリランカ、ジョージア、モルディブと

の間で交渉を行っている。また、南部アフリカ関

税同盟（SACU）とは 2004 年 6月に交渉開始に合

意したほか、コロンビアとは 2012 年 5 月に共同

研究開始に合意した。なお、インドとは 2007 年

10 月にFTAの可能性に関する共同研究を終了し

ている。日中韓三カ国間では 2012年 11月にFTA

交渉開始を宣言し、これまでに 9回の交渉会合を

行った。また、台湾との間では経済協力枠組協定

（ECFA）が 2010 年 9月に発効しており、同協定

の対象品目（中国側：539品目、台湾側：267品目）

の関税は、2013 年 1月までに全て撤廃された。

 

インド （共同研究終了）
・07年10月合同タスクフォース
が共同研究報告書とりまとめ

オーストラリア （発効）
・05年5月交渉開始
・15年6月署名
・15年12月発効

アイスランド （発効）
・07年4月交渉開始
・13年4月署名
・14年7月発効

チリ （発効→見直し検討中）
・04年11月物品貿易協定交渉開始
・05年11月署名
・06年10月発効
・08年4月サービス貿易に関する補充協定署名
・08年8月発効
・09年1月投資協定交渉開始
・12年9月署名
・15年5月FTAグレードアップ了解覚書き調印

ニュージランド （発効）
・04年12月交渉開始
・08年4月署名
・08年10月発効

日中韓 （交渉中）
・12年11月日中韓ＦＴＡ交渉の立上げを宣言
・13年3月26-28日に第1回交渉
（14年5月：日中韓投資協定を発効）
・16年1月第9回交渉会合（首席代表）を開催

韓国 （発効）
・12年5月交渉開始
・15年6月署名
・15年12月発効

ペルー （発効）
・07年11月交渉開始
・09年4月署名
・10年3月発効

パキスタン （発効）
・06年11月物品貿易協定署名
・07年7月発効
・09年2月サービス貿易協定署名
・09年10月発効

ノルウェー （交渉中）
・08年9月交渉開始
・10年9月第8回交渉会議を開催

ASEAN （発効）
・02年11月枠組協定署名
・04年1月～アーリーハーベスト実施
（タイは03年10月から先行実施。フィリピン
は06年1月から実施）
・05年7月物品貿易協定発効
・07年7月サービス貿易協定発効
・10年1月投資協定発効

コスタリカ （発効）
・08年1月交渉開始
・10年4月署名
・11年8月発効

シンガポール （発効）
・06年10月交渉開始
・08年10月署名
・09年1月発効

香港・マカオ （発効）
・香港（03年6月）、マカオ（03年
10月）とＣＥＰＡ（経済連携緊密
化取決め）締結
・ともに04年1月に発効

台湾（ＥＣＦＡ） （発効）
・10年6月署名
・10年9月発効

中国のＦＴＡ等取組状況

RCEP（交渉中）
・13年5月交渉開始

スリランカ （交渉中）
・14年9月交渉開始

モルディブ （交渉中）
・15年12月交渉開始

コロンビア （共同研究開始合意）
・12年5月FTA共同フィージビリティスタディに関する
了解覚書調印

ジョージア （交渉中）
15年12月交渉開始

ＳＡＣＵ（南部アフリカ関税同盟）（交渉中）
・04年6月交渉開始に合意

スイス （発効）
・11年4月交渉開始
・13年7月署名
・14年7月発効

ＧＣＣ（湾岸協力会議） （交渉中）
・05年4月交渉開始



総論　経済連携に向けた規律の策定

651

第
Ⅲ
部

総　

論

経
済
連
携
に
向
け
た
規
律
の
策
定

（ⅵ）インド

インドは、2003 年 10 月にASEANと包括的経

済協力のための枠組み協定を締結し、FTA交渉

を開始、2008 年 8月に物品分野について実質的に

合意し、2010 年 1月に発効した。また同時に、タ

イとも同様の協定を締結してFTA交渉を開始し、

2004年9月から82特定品目についてアーリーハー

ベストが実施されている。更に、シンガポールと

は包括的経済協力協定（CECA）が 2005 年 8月に

発効している。マレーシアとは、2011 年 7月に包

括的経済協力協定が発効しており、韓国とは 2010

年 1月に包括的経済連携協定（CEPA）が発効し

ている。スリランカとも、2008 年 7月に包括的経

済連携協定（CEPA）の交渉が完了しているが、

署名はまだ行われていない。また、このほか交渉

中の国としては、EU（2007 年 6 月に交渉開始）、

NZ（2010 年 4 月に交渉開始）、カナダ（2010 年

11月に交渉開始）、豪州（2011 年 5月に交渉開始）、

インドネシア（2011 年 10 月に交渉開始）などが

ある。なお、我が国とは 2007 年 1月にEPA交渉

を開始し、2010 年 9月に大筋合意に達し、10月の

日印首脳会談で交渉完了に至った。その後、2011

年 2月に署名し、同年 8月 1日に発効に至った（3．

我が国における経済連携の取組の項参照）。

また、2004 年 1月に開催された南アジア地域協

力連合（SAARC）首脳会議において、加盟 7カ

国が対象となる南アジア自由貿易圏（SAFTA）

枠組み協定に署名、2006 年 1月に発効に至ってお

り、2016 年までに南アジア自由貿易圏を創設する

としている（後述）。

インドはこの他にも、GCC、南部アフリカ関

税同盟（SACU）、BIMSTEC（後述）との間では

FTA枠組み協定、メルコスール、アフガニスタ

ン、チリとの間では特恵貿易協定（PTA）を既に

締結している。また、インドは、ロシア、中国と

もEPA/FTAの共同研究を実施し、報告書をまと

めて、検討を行っている。

（ⅶ）豪州

豪州は各国とのFTA交渉に積極的に取り組ん

でおり、これまでにニュージーランド、シンガポー

ル、米国、タイ、チリ、ASEAN-NZ、マレーシア

とのFTAを発効させている。最近では、2014 年

12 月に韓国、2015 年 1月に日本、2015 年 12 月に

中国とのEPA/FTAが発効した。現在もGCC（2007

年 7月交渉開始）と交渉を継続している。2011 年

5月に交渉開始に合意したインドとのFTAについ

ては、包括的経済連携協定（CECA）締結に向け

両国政府間で交渉が続いており、2014 年 11 月の

モディ印首相訪豪時に、首脳レベルで 2015 年中の

交渉妥結を目指すことで一致したが、交渉妥結に

は至っていない。インドネシアとの間でも、2010

年 11 月に FTA交渉開始に合意し、更に 2011 年

10 月には、包括的経済連携協定（CEPA）に向け

て交渉を進めていくことで合意し、2012 年 9月に

CEPA交渉を開始した。また、2008 年 11月には、

TPP交渉への参加も表明、2010 年 3月から交渉に

参加している。

（ⅷ）ニュージーランド

ニュージーランドは、これまでに豪州、シン

ガポール、タイ、中国、ASEAN- 豪、マレーシ

ア、香港とのCEP/FTAを発効しているほか、シ

ンガポール、ブルネイ、チリとの間で環太平洋戦

略的経済連携協定（P4）を発効、さらに韓国との

FTAが 2015 年 12月 20日に発効した。2009 年 10

月には GCCとの間で最終合意済みであり、2014

年 11月に韓国とのFTAを妥結している。現在も

インド（2010 年 4月交渉開始）との間で交渉を継

続している。2011 年 2月には、ロシア -ベラルー

シ -カザフスタンとも交渉を開始したほか、2015

年 10 月には、EUとのFTAの正式な交渉開始に

向け，交渉の範囲と全体的なアプローチの方法に

ついて協議を開始することとなった。また、TPP

交渉についても、2010 年 3月の第 1回交渉会合か

ら参加している。

（ⅸ）南アジア自由貿易圏（SAFTA）

2004 年 1 月南アジア地域協力連合（SAARC）

首脳会議が開催され、加盟 7カ国（インド、パキ

スタン、バングラデシュ、スリランカ、ネパール、
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ブータン、モルディブ）が対象となる SAFTA

枠組み協定に署名し、2006 年 1 月に発効してい

る。2007 年末までに、一部の例外品目を除き、非

LDC国（インド、パキスタン、スリランカ）が最

高税率を 20％に削減、LDC国は同様に 30％まで

削減し、2016 年までに同最高税率を 0～ 5％に引

き下げる南アジア自由貿易圏を創設するとしてい

る。

（ⅹ）ベンガル湾多分野技術経済協力イニシアティ

ブ（BIMSTEC）

BIMSTECは、バングラデシュ、インド、ミャ

ンマー、スリランカ、タイ、ネパール、ブータン

の計 7カ国で構成されている。2004 年 2月、バン

グラデシュを除き、FTA枠組み協定を締結し、同

年 6月、バングラデシュを含めて再調印した。関

税譲許や税関協力、サービス、投資についてこれ

までに 19回の交渉が行われており、19回目の交

渉では、2012 年 7月 1日からの加盟国間での関税

譲許の実施が決定された。サービスと投資につい

ては交渉が継続している。

（3）東アジア・アジア太平洋地域の広
域経済連携
本項では、上記で述べてきた経済連携に加え、

東アジア・アジア太平洋地域の広域経済連携の動

きを関して概説する。

① 環 太 平 洋 パ ー ト ナ ー シ ッ プ（TPP ：Trans-

Pacific Partnership）

2005 年、シンガポール、ニュージーランド、

チリ、ブルネイの 4ヵ国は、環太平洋戦略的経

済 連 携 協 定（Trans-Pacific Strategic Economic 

Partnership：P4）に署名した。P4 は、原則とし

て 2015 年までに 100％の関税を撤廃するという高

いレベルの自由化を指向したFTAであり、また、

サービス、知的財産制度、協力等の幅広い項目を

備えたものであった。

2008 年 3月、米国はP4で積み残しとなってい

た投資ルールと金融サービス交渉に参加し、その

後 9月には交渉対象を全分野に拡大することを表

明した。11 月にペルーにて開催されたAPEC閣

僚会議の際には、豪州、ペルーが参加を表明し、

続いてベトナムも将来における参加を前提とした

メンバーという位置づけで関与を表明した。

その後正式な交渉が開始されないまま 1年近く

が経過したが、2009 年 11 月、オバマ米大統領が

関係国と連携（engage）していくことを発表、12

月には議会に交渉開始を通知した。これを受け、

新たな協定の締結を目指して、2010 年 3月に P4

の 4カ国に米国、豪州、ペルー、ベトナムを加え

て第 1回TPP協定交渉会合が豪州にて実施され

た。2010 年 10 月の交渉会合からはマレーシアが

新規交渉国に加わるとともに、同年 12月の交渉会

合からはベトナムが正式に交渉参加国となった。

また、交渉参加への関心を表明していたカナダ及

びメキシコについては、2012 年 10月にTPP交渉

への参加が正式に認められた。

日本については 2013 年 7月にTPP交渉への参

加が正式に認められ、12番目のTPP交渉参加国

となった。

その後の交渉を経て、2015 年 10 月に米国アト

ランタで大筋合意に至り、2016 年 2月 4日に署名

がなされた。

（日本のTPP交渉参加に関する経緯の詳細は 3. 

（2） ⑯環太平洋パートナーシップを参照）

② 東アジア地域包括的経済連携（RCEP ：Regional 

Comprehensive Economic Partnership）

東アジアの経済統合／政治協調を目指す動きは、

1991年のマレーシアの東アジア経済協力（EAEC）

構想を端緒としている。アジア通貨危機が発生し

た 1997 年には第 1回ASEAN+3 首脳会議が開催�

（以後常設化）され、第3回ASEAN+3首脳会議に

おいて今後の東アジアにおける協力の基本方針を

定めた「東アジアにおける協力に関する共同声明」

が発出された。また、2001年に東アジアビジョン

グループ（EAVG）が共同体実現に向けた基本理

念や制度化の方向性についてASEAN+3首脳会議
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へ報告し、2002 年には東アジアスタディーグルー

プ（EASG）が短期的に実現すべき 17 項目、中

長期的に実現すべき 9項目の具体的方策について

報告したことで東アジア共同体形成への機運が高

まった。EASG報告は、中長期的に実現すべき項

目として「東アジア自由貿易地域（EAFTA）」を

挙げており、2005 年 4月、専門家によるEAFTA

の実現可能性に係る研究会が開始され、2006 年 7

月、ASEAN+3 による FTAの構築に向け政府間

協議を開始すべきとする報告書をまとめた。同年

8月のASEAN+3 経済大臣会合でこれを報告し

たが、政府間協議を時期尚早とする意見が多く、

2007 年 1月の首脳会議で専門家による第 2フェイ

ズ研究の継続が決まった。同研究は 2007 年 5 月

より開始され、2009 年 8 月のASEAN+3 経済大

臣会合及び同年 10月の首脳会合で最終報告され、

民間研究提言の政府間検討の開始に関する経済大

臣会合の決定を歓迎した。

これと並行する形で、ASEAN+6に関する構想

も進められてきた。2005 年 12月、前年のASEAN

＋ 3首脳会議の合意に基づき、ASEAN+6を参加

国とする「東アジア首脳会議（EAS）」が初めて

開催され、EASの定期開催や、EASがこの地域

における共同体形成に「重要な役割（significant 

role）」を果たすことなどを確認する共同宣言が発

出された。日本は、2006 年 8月、ASEAN+6の経

済実態としての結びつきが強まり、ASEANと日

本・中国・韓国・インド・豪州及びニュージーラ

ンドとの「プラス 1」EPA/FTAの取組が進展し

たことから、16カ国での広域経済連携構想「東ア

ジア包括的経済連携（CEPEA）」の専門家研究を

提案した。2007 年 1月にはフィリピン・セブ島で

第 2回 EAS が開催され、CEPEA民間研究の立

ち上げが歓迎されたほか、EASの枠組みにおけ

る初めての協力として日本からエネルギー分野で

の提案等が行われた。2007 年 11 月にシンガポー

ルで開催された第 3回 EAS では、「東アジア・

ASEAN経済研究センター（ERIA）」の正式設立

の合意がなされた。

CEPEAの専門家研究については、2008 年 6月

までに計 6回の会合を開催し、その結果報告を取

りまとめた。2008 年 8月には、ASEAN+6経済大

臣会合でこれを報告し、継続が合意された第2フェ

イズ研究は、2008 年 11 月から 2009 年 7月までの

間に計 4回の会合が開催され、最終報告書が取り

まとめられた。2009 年 8 月のASEAN+6 経済大

臣会合及び同年 10月の第 4回 EASにおいて、民

間研究の成果を政府間で議論・検討するとの決定

を歓迎し、EAFTA構想と同時並行で政府間の議

論に移行すべきことが確認された。

2009 年から貿易円滑化の 4分野（原産地規則、

関税品目表、税関手続、経済協力）の政府間での

ワーキング・グループが設置され、ASEAN及び

対話国との間で、CEPEA、EAFTA等の広域的

FTAの実現に向けて、5つのASEAN+1FTAの

比較、分析が行われ、報告書がとりまとめられ

た。これらの 4分野の実質的議論が進展したこと

を受け、2011 年 8月のASEAN経済大臣関連会合

において、我が国と中国は共同で「東アジア自由

貿易地域（EAFTA）及び東アジア包括的経済連

携（CEPEA）構築を加速化させるためのイニシア

ティブ」として、貿易・投資の自由化に関する 3

つ（物品、サービス、投資）の作業部会を新たに

設立することを提案した。日中による共同提案は

これが初めてであり、ASEAN及び対話国（日中

韓印豪NZ）の閣僚により歓迎された。

同年 11 月の第 6回東アジア首脳会議において

は、貿易円滑化に関する 4つの作業部会の最終報

告が歓迎されるとともに、日中共同提案を踏まえ、

貿易・投資の自由化に関する作業部会を設立する

ことが首脳レベルで合意された。まずは、2012 年

の早期に物品貿易の作業部会が立ち上げられるこ

ことなった。また、ASEAN側から、これまでの

EAFTA、CEPEAの取組を踏まえ、今後の地域的

経済統合のあり方の一般原則を定めた「東アジア

地域包括的経済連携」（RCEP：アールセップ）の

枠組みの提案があり、歓迎された。

その後、2012 年 8 月の ASEAN+FTA パート
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ナーズ経済大臣会合において、RCEPの「交渉の

基本指針及び目的」をとりまとめ、11 月の首脳

会議における交渉立ち上げを目指すことで合意し

た。同年 11月には、ASEAN関連首脳会合におい

て、RCEPの「交渉の基本指針及び目的」を 16カ

国（ASEAN+日中韓印豪NZ）の首脳間で承認し、

RCEP 交渉の立上げが宣言された。「RCEP 交渉

の基本指針及び目的」では、物品貿易・サービス

貿易・投資に加えて知的財産、競争等も交渉対象

とし、包括的協定を目指すこと、既存のASEAN

とのFTAを上回る、包括的で質の高い協定を目

指すこと等が盛り込まれている。RCEP交渉は、

2013 年早期に最初の交渉会合を開催し、2015 年

末までに交渉完了を目指すこととされた。しか

し、実現が困難な状況であったため、2015 年 11

月のASEAN関連首脳会議において、2016 年内の

RCEP交渉の妥結を期待する旨の共同声明文が発

出された。これまでに 4回の閣僚会合（1回の中

間会合を含む）と11回の交渉会合を開催している。

2008 年 6 月に設立された ERIA においても、

ASEANと日本・中国・韓国・インド・豪州及び

ニュージーランドとのASEAN+1FTAの進捗状

況や将来的な課題等の分析を行っており、東アジ

ア地域全体をカバーする経済統合に向けた本取組

は 2015 年 8月のEAS経済大臣会合でも賞賛され

ている。

RCEP（東アジア地域包括的経済連携）

ASEAN と日本、中国、韓国、インド、豪州、ニュー

ジーランドが交渉に参加

③ アジア太平洋経済協力（APEC）

APECは、日本と豪州が主導して 1989 年に創

設した、アジア太平洋における地域協力枠組みで

ある。1994 年にインドネシアのボゴールにて開

催された首脳会議では、先進エコノミーを 2010

年（途上エコノミーは 2020 年）までに自由で開

かれた貿易・投資を達成することを目標として掲

げた（ボゴール目標）。FTAは本目標を達成する

ための有力な手段の一つであり、アジア太平洋に

おけるFTAの質を高めるための具体的な取組と

して、FTA交渉の参考となるような文書（「FTA

モデル措置」）が策定されている。また、2006 年

の APEC 首脳会議では、米国の働きかけもあ

り、長期展望としてのアジア太平洋の自由貿易圏

（FTAAP）を含む、地域経済統合を促進する方法

及び手段について更なる研究を実施することで合

意し、それ以降、APECにおける地域経済統合に

関する議論が急速に進展した。翌2007年のAPEC

首脳会議では、その研究成果をまとめた報告書が

提出され、既存の二国間及び多国間のFTAにつ

いての研究等を実施していくことが承認されたほ

か、2008 年のAPEC首脳会議では、その進捗が

報告されるとともに、今後も継続して検討してい

くことが合意された。

2010 年には、我が国はAPEC 議長国として、

首脳会議や閣僚級の会合から専門家レベルの会合

に至るまで一連の会合を主催し、その成果として

「緊密な共同体」、「強い共同体」、「安全な共同体」

を目指す「横浜ビジョン」がまとめられた。その

中で、2010 年時点においてボゴール目標の達成に

向けた顕著な進展を遂げたことを報告するととも

に、2020 年のボゴール目標達成に向けて地域経済

統合の取組を今後とも推進していくことが確認さ

れた。また、アジア太平洋自由貿易圏（FTAAP）

の実現に向けて具体的な手段をとることとされ、

ASEAN+3、ASEAN+6、及び環太平洋パートナー

シップ（TPP）協定等の現在進行している地域的

な取組などを基礎として更に発展させることによ

り、包括的な自由貿易協定として追求していくこ
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とに合意した。FTAAPの実現の過程において、

APECは、FTAAPに含まれるべき「次世代型」

の貿易・投資の問題を規定・整理し、対処するこ

とに重要な役割を果たすことにより、FTAAPの

育ての親（インキュベーター）として、貢献する

こととされた。他にも、世界の成長センターであ

るアジア太平洋地域の成長をより確たるものとす

るため、「均衡ある成長」、「あまねく広がる成長」、

「持続可能な成長」、「革新的成長」及び「安全な成長」

の 5つを達成することを目的とする、長期的かつ

包括的な成長戦略を策定した。

2011 年及び 2012 年のAPEC首脳会議では、地

域経済統合の推進やグリーン成長の促進、イノ

ベーションの活性化など、「横浜ビジョン」や「成

長戦略」の実現に向けて具体的な議論が行われた。

地域経済統合に向けた取組としては、FTAAP

に含まれるべき次世代貿易・投資課題について、

2011 年に「効果的、無差別かつ市場主導のイノベー

ション政策の推進（イノベーションと貿易）」と「中

小企業のグローバル生産網への参加強化」につい

て共通原則を策定した。特に「イノベーションと

貿易」の論点については、日本は米国と連携しつ

つ積極的に関与し、上記原則中に「企業間の技術

ライセンス契約への政府の不干渉」や、「政府調

達の入札に、国内企業が有利となるような参加資

格設定の抑止」という要素を盛り込むことに成功

した。

また、グリーン成長については、2012 年の首脳

会議で、グリーン成長及び持続可能な開発に直接

的かつ積極的に貢献する「APEC環境物品リスト」

（太陽光発電パネル、風力発電設備を始めとする

54 品目から構成）に合意し、2011 年のAPEC首

脳会議における合意（ホノルル宣言）に従い、各

エコノミーにおける実行関税率が、2015 年末まで

に 5％以下に引き下げられることとなった。環境

物品の関税引き下げは、WTOの場でも 2001 年の

ドーハ・ラウンドの立ち上げ以降、「貿易と環境」

の検討の一環として議論が行われてきたが、ドー

ハ・ラウンドの停滞する中で、これをAPECで合

意できたことは、APECが域内の貿易・投資の自

由化推進に果たす役割を実証する顕著な成果であ

ると言える。また、APECでの合意が、WTOに

おける環境物品自由化への取組に新たな弾みを与

えることとなった。

2013 年のAPEC首脳会議では、多角的貿易体

制の支持及びボゴール目標の達成などについて議

論が行われた。

多角的貿易体制の支持については、同年 12月

の第 9回WTO定期閣僚会合（MC9）に向け、バリ・

パッケージの早期合意の必要性・緊急性を共有し、

多角的貿易体制とMC9を支持する独立文書を発

出した。

2014 年のAPEC首脳・閣僚会議では、多角的

貿易体制、FTAAPを始めとする地域経済統合の

進展等について議論が行われた。

多角的貿易体制については、WTO貿易円滑化

協定の採択がなされていない状況に鑑み、WTO

の交渉機能を取り戻すように呼びかけるととも

に、ITA拡大交渉のできるだけ早期妥結などを促

し、多くの閣僚からの支持を得た。また、新たな

保護主義的措置を導入しない約束の期限を2018年

まで延長することを首脳に進言。FTAAPについ

ては、TPP、RCEP等この地域での既存の取組を

礎として可能な限り早期にFTAAPを確立するた

め、「FTAAP実現に関する議題に係る共同の戦略

的研究」の開始等を内容とする「FTAAP実現に

向けたAPECの貢献のための北京ロードマップ」

に合意。また、製造業関連サービスを次世代貿易

投資課題と位置づけ、貿易の自由化・円滑化に向

け、2015 年中に行動計画を作成することに合意し

た。環境サービスについても同様に、行動計画を

作成することとなった。

2015 年の閣僚会議・首脳会議では、多角的貿易

体制、FTAAPを始めとする地域経済統合の進展、

サービスにおける地域協力等に関する議論が行わ

れた。多角的貿易体制については、2015 年 12 月

のナイロビでの第 10 回WTO閣僚会議の成功に

向けた独立文書を発出し、貿易円滑化協定の早期
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批准を促すほか、あらゆる形態の保護主義への対

抗を再確認、ITA拡大交渉のステージングの議論

の早期終結に向けた努力を歓迎した。地域経済統

合の進展については、FTAAPは現在進行してい

る地域的な取組を基礎として包括的な自由貿易協

定として追求されるべきことや、FTAAPが質の

高いものであるとともに次世代貿易投資課題に対

処すべきととする「FTAAPへの道筋」のビジョ

ンが再確認された。これに関連し、TPP交渉の大

筋合意等の進捗に留意し、またRCEP交渉の早期

妥結を慫慂した。サービスについては、「APECサー

ビス協力枠組み」が策定され、APECにおけるサー

ビス協力の原則や方向性が示されたほか、2025 年

までに取るべき行動、達成すべき指標及び目標を

含めたロードマップを2016年に策定することが決

められた。また、製造業関連サービス及び、環境

サービスの各行動計画が承認された。

3．我が国における経済連携の取組

 

 

我が国は現在、主要な貿易相手国を始めとす

る幅広い国々と戦略的かつ多角的に経済連携を

進めている。2016 年 2 月現在、14 の国・地域と

の間でEPA/FTAを発効済みであり、日モンゴ

ル EPA、TPP に署名済である。また、日 EU・

EPA、RCEP、日中韓FTAをはじめ、3カ国 4地

域との間でEPA/FTAの交渉が進行中である。

本節では発効済および交渉中の日本のEPA/

FTA他、我が国の経済連携の取組状況を掲載する。
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（1）背景
21 世紀に入り新興国経済が急速に発展し、世界

の実質GDPに占める新興国の比率は、2000 年の

25.2%から 2013 年には 38.7%に増大 5した。一方、

我が国の相対的地位は趨勢的に低下し、世界経済

に占めるGDPの割合は 2013 年には 6.6% となっ

ている 6。また、世界の貿易構造に目を向けると、

我が国を含め東アジアにおいては、域内の最適な

工程間分業により構築された生産ネットワーク

が構築されている。具体的には、我が国や韓国、

ASEANにおいて生産された中間財が、中国に輸

出されて組み立てられ、中国から最終財が米国・

EU等の大市場国に対して輸出されるという貿易

動向が顕著に見られる 7。この東アジアでのサプ

ライチェーンの発展にともない、各国は自国に生

産拠点を立地させるため、貿易・投資環境の整備

に注力している。

貿易・投資環境整備の取組としては、我が国に

とってWTOドーハ開発アジェンダ交渉の妥結を

通じた国際貿易ルールの強化が今後とも重要であ

るが、近年、ドーハ・ラウンドの停滞により、米

国や韓国は主要貿易国との間で高いレベルのFTA

交渉を推進しており、2016 年 2月時点で、発効済

FTAの相手国との貿易額が貿易総額に占める割

合（いわゆる「FTAカバー率」）が、韓国は 60%

を超え、米国は 40％を超えている。また、中国の

FTAカバー率も 40%近くに迫っている。これに

対し、我が国のFTAカバー率は 23％弱に留まり、

米国や韓国に大きく劣後している。韓国は 2011

年 7月に EUとのFTAを暫定発効させ、2012 年

3月には米国とのFTAを発効させた。2つの大市

場国とのFTAにより、我が国企業は韓国企業と

比べて相対的に不利な条件で貿易を行わざるを得

ないことになった。

2010 年秋に我が国がTPPに対する関心を表明 8

して以降、EUとのEPAや日中韓FTAに向けた

政府間での協議、ASEAN+3、ASEAN+6 等の東

アジア地域での広域経済連携の議論が加速した。

このようにEPAは相互に推進力となるものであ

り、TPPが大筋合意（2015 年 10月）、署名（2016

年 2月）に至った今、引き続き、EU、中国、韓国

等、世界の主要貿易国との経済連携に向けた取組

を、精力的に進めていくことが重要である。

（2）我が国の署名・発効済み EPA/
FTA について
我が国は、2016 年 2 月現在、14 の国・地域と

の間でEPA/FTAを発効済み、日モンゴルEPA、

TPPに署名済みである。これらの国や地域との間

では、我が国企業は輸出入の際に通常よりも低い

関税率（EPA税率）を適用する事ができる。また、

サービス業を行う際の規制を緩和・撤廃、投資環

境の整備、ビジネス環境の整備に係る協議の場の

設置等を通じ、貿易・投資相手国におけるビジネ

ス環境が改善する。

カバーされている分野は協定ごとに異なり、署

名・発効済みの協定が扱っている分野は以下の通

り整理できる（分野の整理は本報告書第Ⅲ部の章

立てに従った。なお、規定の詳細に関しては本

報告書第Ⅲ部第 1章以降該当箇所を参照のこと）。�

5	 2014年版通商白書（P.5）
6	 2014年版通商白書（P.5）
7	 2011年版通商白書（P.96）
8	� 菅総理（当時）は2010年10月に第176回国会所信表明演説において「環太平洋パートナーシップ協定交渉等への参加を検討し、
アジア太平洋自由貿易圏の構築を目指します。」と表明。



総論　経済連携に向けた規律の策定

659

第
Ⅲ
部

総　

論

経
済
連
携
に
向
け
た
規
律
の
策
定

日本の EPA/FTA の歴史は日シンガポール

EPA に遡る。2002 年の 11 月の発効後、他の

ASEAN諸国に対し日本との EPA/FTA締結へ

の関心が喚起された。2005 年 4月には日メキシコ

EPAが発効した。乗用車（大型バス・トラックを

除く）に関し 7年目に関税撤廃、鉄鋼に関し即時

または段階的に関税撤廃、政府調達に関しメキシ

コのFTA締結国優遇制度による差別的待遇を解

消する等、日本の輸出品にとってメリットのある

交渉結果であった。また、2008 年には日本にとっ

て初の広域EPAとなる、日・ASEAN包括的経済

連携（AJCEP）協定が発効した。二国間EPAを

締結していなかったカンボジア・ラオス・ミャン

マーをカバーするEPAであり、本協定発効に伴い、

原産地規則の累積規定を活用することにより、日

本とASEAN域内にまたがるサプライチェーンで

EPAが利用可能となった。2015 年 10 月には、日

本、米国、カナダ、メキシコ、チリ、ペルー、マレー

シア、シンガポール、ベトナム、ブルネイ、オー

ストラリア、ニュージーランドの 12か国が参加

するTPPが大筋合意し、2016 年 2月に署名に至っ

た。以下、署名済・発効済EPAについて概説する。

① 日シンガポール EPA 

2002 年 1 月 13 日に署名、同年 11 月 30 日に発

効した。本協定は、我が国最初の地域貿易協定

（RTA）として、貿易・投資の自由化・円滑化や

経済制度の調和により、域内貿易・投資を拡大し、

ペーパーレス貿易や相互承認等の分野で制度の調

和を図るとともに、情報通信技術（ICT）や貿易・

投資の促進分野で二国間協力を充実させる等、二

国間における包括的経済連携を推進するものであ

る。なお、2006 年 4月に開始された協定見直し交

渉が 2007 年 3月に議定書署名、同年 9月に発効に

至り、更なる自由化が図られている。

② 日メキシコ EPA 

2002 年 11 月より交渉を開始し、2年近くに亘

る精力的な交渉の結果、2004 年 3月、関係閣僚間

で本協定の大筋合意に至り、法技術的な整備作業

を経て、2004 年 9月、両国首脳間で協定に正式署

名した。本協定は 2004 年 11 月に批准、2005 年 4

月 1日に発効した。本協定の発効により、これま

でメキシコへの輸出品に付加されていた平均関税

率（約 16％（2001 年平均実効税率ベース））の大

部分が 10 年以内に撤廃され、また、投資・サー

ビス、政府調達等の分野で、我が国はメキシコに

おいて欧米等諸国と同等の競争環境を得ることが

可能となった。本協定発効後、日本からメキシコ

への輸出額（2014 年）は発効前の 2004 年から約

2倍、日本のメキシコからの輸入額は約 1.9 倍とな

り、投資面では自動車関連企業による生産増強、

販売拠点設立等がみられる。また、本協定発効後

は、民間代表も参加したビジネス環境整備委員会

（2015 年までに 8回開催）を含む、両国政府によ

る協定下各委員会の実施や日メキシコ関係者が協

力して行った投資セミナー、エネルギーセミナー、

ミッション派遣の実施等、両国間の経済連携の強

化に向けた取組が行われている。なお、2009 年に

4月に開始された協定見直し交渉が、2011 年 2月

に合意に至った（同年 9月署名、2012 年 4月に発

効）。本見直しにより、物品の貿易に関する市場

 

 

 

シンガポール メキシコ マレーシア フィリピン タイ チリ インドネシア ブルネイ ＡＪＣＥＰ ベトナム スイス インド ペルー 豪州 モンゴル ＴＰＰ
関税 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
原産地規則 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
AD、相殺措置 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
セーフガード ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
基準・認証制度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
サービス貿易 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
人の移動 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
知的財産 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
投資 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
競争 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
政府調達 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
貿易円滑化 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
エネルギー ○ ○ ○
労働 ○
環境 ○
電子商取引 ○ ○ ○ ○
国家間における紛争解決 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
ビジネス環境整備 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
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アクセスの条件が更に改善し、原産地の証明の方

法として認定輸出者による原産地申告制度等が導

入された。

③ 日マレーシア EPA 

2004 年 1月より交渉を開始し、2005 年 5月に大

筋合意を確認、同年 12月 13 日に両国首脳間で協

定に正式署名し、2006 年 7月に発効した。

マレーシアには多くの日系企業が現地進出して

おり、両国の経済的結びつきは深い。したがって、

このような両国間での経済連携協定の実現は、部

品調達、販売の円滑化を促し、両国間の貿易投資

を一層拡大させる効果がある。具体的に効果の大

きい項目としては、まず関税の撤廃・削減が挙げ

られる。また、多くの進出企業にとって、投資ルー

ルの整備やサービス自由化に加え、ビジネス環境

向上のために両国の官民双方が取り組む枠組みで

あるビジネス環境の整備に関する小委員会を設置

したことは、重要な意義を有する。同委員会は

2007 年 3月の第 1回を皮切りに、2011 年 9月まで

に 5回の会合が開催されている。ビジネス環境の

整備に関する小委員会では、同地でビジネスを行

う上で様々な問題を議論し、解決の実績が出てい

ることから、産業界からも高い評価を得ている。

このほか、物品、原産地、サービス、投資、貿易

の技術的障害に関する協定（TBT）、協力分野な

どにおける小委員会も開催されており、EPAの執

行が進んでいる。

④ 日チリ EPA 

2004 年 11 月の首脳会談において、EPAの可

能性について検討するための産学官による「共同

研究会」の立ち上げに合意し、2005 年 1 月末に

研究会を開始、以後 4回の会合を実施した。同年

11月、両国首脳間で、共同研究会の報告書を踏ま

え、EPA交渉を開始することに合意し、2006 年 2

月から 9月にかけて 4回の交渉会合を実施、2006

年 9月に市場アクセスを中心に協定の主要な要素

について大筋合意に至った。その後、第 5回交渉

を同年 11月に開催し、同月の首脳会談において

交渉の妥結が確認され、2007 年 3 月末に日チリ

EPAは署名され、同年 9月に発効した。チリは、

我が国と同様に貿易立国として開放的な経済政策

を積極的に推進している。政治・経済情勢も安定

しており、我が国にとって鉱物資源の重要な供給

国でもある。また、チリは、米国、カナダ、EU、

EFTA、韓国、中国等、当時既に約 50カ国との間

でFTAを締結しており、我が国としては、FTA

締結済みの他国に劣後しない日系企業活動環境の

確保が重要であった。

⑤ 日タイ EPA

2004 年 2月より交渉を開始し、2005 年 9月の大

筋合意を経て2007年 4月 3日に首脳間で署名に至

り、2007 年 11月に発効した。

本協定の締結により、タイは自動車の一部を除

くほとんどの鉱工業品の関税を 10年以内に撤廃

し、我が国は、多くの農産品を含む包括的な関税

撤廃削減を行うこととなった。タイは、投資分野

についても、製造業投資の規制を強化しないこと

を宣言するとともに、サービス分野については特

に、修理・メンテナンスや小売・卸売サービス等

の製造業関連サービスの一部について、外資規制

を緩和した。人の移動分野では、タイ人スパ・セ

ラピスト及び介護福祉士の日本への受入並びに日

本人のタイにおける滞在及び労働許可の取得に係

る条件の緩和について検討するため現在協議中

である。このほか我が国は、自動車や鉄鋼等の

産業協力、農業協力等を実施している。タイは、

ASEAN内では第 1位の貿易相手国であるが、日

本からの輸出品のほとんどが有税かつ高関税で

あったため、本協定の発効による関税撤廃のメ

リットは大きい。また、タイにとって日本は第 1

位の投資国であり、多くの日本企業が進出してお

り（2015 年現在、日本商工会議所加盟数が 1615

社とASEANで最大）ASEANにおける日本企業

の中核的な生産拠点である。これら現地進出日本

企業が抱えるビジネス上の諸問題を解決するため
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「ビジネス環境の向上に関する小委員会」を設置

し、2015 年までに 5回開催しており成果が出始め

ている。投資ルールの整備やサービス自由化によ

る事業環境の整備の観点からも本協定のメリット

は大きい。

⑥ 日インドネシア EPA 

2005 年 7月より交渉を開始し、2006 年 11 月に

大筋合意を確認、2007 年 8月の首脳会談で署名に

至り、2008 年 7月に発効した。

インドネシアとの経済連携協定は、貿易障壁の

削減・撤廃に加えて、既存の法制度の整合性や各

制度の合理的な運用・透明性の確保、投資環境の

改善等の効果がある。また、インドネシアは、天

然ガス、石油など豊富な地下資源を有しており、

本協定にはエネルギー・鉱物資源章が設置されて

いる。我が国にとってインドネシアは第 11位の

貿易相手国（2014 年）であるとともに、インドネ

シアにとって我が国は最大の輸出相手国かつ第 3

位の輸入相手国（いずれも 2014 年）であり、両

国の経済的な結びつきは深い。インドネシアは

ASEAN域内で最大の人口（約 2.5 億人）を擁し

ており、我が国企業にとって有望な市場への優先

的なアクセスが実現する。本協定に基づき、製造

業分野での二国間協力（14分野 27 案件）を実施

しており、二国間経済関係の一層の強化が期待さ

れる。また、本協定により、2008 年 8月からイン

ドネシア人看護師候補者及び介護福祉士候補者を

受入れている（入国者数、国家試験合格人数等の

詳細は第 3章「人の移動」に記載）。

⑦ 日ブルネイ EPA

ブルネイとのEPAは、2006 年 5月の外相会談

での正式交渉開始の決定を受け、2006 年 6月より

交渉を開始し、同年 12月の大筋合意を受け、2007

年 6月 18日に署名し、2008 年 7月末に発効した。

ブルネイは、天然ガスなど、我が国にとって重

要なエネルギー供給国のひとつである。日ブルネ

イEPAでは我が国初の独立したエネルギー章が

設置されている。同章にはエネルギー分野におい

て規制措置をとる際の既存の契約関係への十分な

配慮、及び相手国への通報・協議の実施、環境へ

の配慮、協力、二国間の協議メカニズム等が盛り

込まれ、エネルギー分野において安定的で両国の

利益となるような関係の維持・強化に資する内容

となっている。

⑧ 日・ASEAN 包括的経済連携（AJCEP）協定

ASEAN全体とのEPAである日・ASEAN包括

的経済連携（AJCEP）は、2004 年 11 月の首脳間

での合意に基づき 2005 年 4月より交渉を開始し、

2008 年 4月 14 日に各国持ち回りでの署名を完了

し、2016 年 2月時点でインドネシアを除くすべて

の参加国との間で発効している。AJCEPは、日

本とASEANを1つのエリアとして、人口7.5億人、

経済規模 7兆 1千億ドル（2014 年）の自由な経済

圏を制度化するものであり、日本とASEAN双方

の経済活性化促進の観点から、非常に重要な意義

がある。東アジア地域において、ASEANは依然

として我が国との貿易・投資関係が最も深く重要

な地域であり、既存の投資による蓄積が多く存在

するASEANの資産を有効活用する観点からも重

要である。更に、AJCEP は我が国とASEAN各

国との二国間EPAとは法的な優先関係が存在し

ない全く別個の協定であり、日本とASEAN各国

との二国間EPAでは対応が不十分な、日ASEAN

ワイドで行われている経済活動の実態により即し

た形での産業競争力強化に資する。例えば、日本

で製造した高付加価値部品を用いてASEAN域内

で最終製品に加工し、その製品を域内輸出する場

合には、既存の枠組み（二国間のEPA、AFTA）

における特恵を享受できないケースが生じるが、

AJCEPで、原産地規則における累積規定が日本

及びASEAN域内で適用されることで、本協定に

おける特恵を享受する可能性を提供する。日本と

ASEAN域内とで複雑な生産ネットワークをもつ

日本企業にとってAJCEPは非常に重要である。
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日 ASEAN 生産ネットワークでの EPA 税率の利用

⑨ 日フィリピン EPA

2004 年 2月より交渉を開始し、2006 年 9月 9日

の日比首脳会談において署名し、2008 年 12 月に

発効した。フィリピンにとっては初の二国間EPA

である本協定は、両国間の物品、ヒト、サービス、

資本の自由な移動並びに知的財産、競争政策、ビ

ジネス環境整備等の制度の調和・明確化を促進し、

双方の経済活動を発展させるとともに、知的財産、

競争政策、ビジネス環境整備、更には人材養成、

貿易投資、情報通信技術、中小企業等の分野で二

国間協力を充実させる等、二国間における包括的

経済連携を推進することを目的としている。また、

本協定により、2009 年 5月から、フィリピン人の

看護師候補者及び介護福祉士候補者を受入れてい

る（入国者数等の詳細は第3章「人の移動」に記載）。

⑩ 日スイス EPA 

2005 年 4 月の首脳会談において、日スイス

EPA/FTAのメリット・デメリットを含め、先進

国間に相応しい経済連携の強化の在り方に関する

政府間での研究を立ち上げることに合意し、同年

10月から 2006 年 11 月にかけて、5回の共同研究

会合が開催された。本研究の報告を受け、2007 年

1月、両国首脳間でEPA交渉の開始に合意し、8

回の交渉会合を経て 2008 年 9月に大筋合意、2009

年 2 月に署名、同年 9月 1 日に発効した。日ス

イスEPAは我が国にとって欧米先進国との初の

EPAであり、先進国間EPAのモデルとなり得る

高いレベルの内容を実現している。具体的には、

物品貿易における質の高い自由化（主要鉱工業品

の関税即時撤廃を含む、発効後 10年以内で往復貿

易額の 99％以上を関税撤廃等）、我が国のEPAで

は初めて原産地証明制度に関して認定輸出者によ

る自己証明制度の導入、同じく我が国のEPAで

は初めて電子商取引章の設置を実現している。そ

の他、投資、サービス、知的財産に関しても高い

レベルの成果を得ている。また、本協定の実施状

況や改正について議論する合同委員会を設置し、

2011 年 2月には第 2回の会合を開催した。このほ

か、経済関係の緊密化、原産地分野などにおける

小委員会も開催されており、EPAの執行が進んで

いる。

⑪ 日ベトナム EPA 

ベトナムとのEPAは、2006 年 10月の日ベトナ

ム首脳会談において交渉入りに合意し、2007 年 1

月に交渉開始した。その後計 15回の交渉会合を

経て、2008 年 9月に大筋合意に至り、同年 12 月

に署名、2009 年 10月に発効した。ベトナムにとっ

ては初の二国間EPAとなる。

ベトナムは、近年、ビジネス環境整備の枠組み

である日越共同イニシアティブ（2003 年開始）や

日ベトナム投資協定（2004 年発効）の効果もあり、

自動車・電子電気関連の製造業をはじめとした日

本企業からの投資は着実に増加し、我が国産業界

の関心は非常に高い。しかし、部品・素材等の高

い関税率、裾野産業が未発達であること等が今後

の課題となっている。日ベトナムEPAは、こう

した課題に取り組むとともに、両国間の経済関係

の更なる強化に資することが期待される。本協定

の締結により、物品貿易分野において、ベトナム

側は現地製造業が生産に必要とする部品・素材を

中心とした関税削減及び撤廃を行う。ベトナム側

は、中国ASEAN FTA、韓国ASEAN FTAでは

譲許していない高い水準の自由化を約束した。他

方、日本側は鉱工業品分野でほぼすべての品目で
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関税を撤廃し、農水産品分野についても市場アク

セスを改善した。人の移動分野では、ベトナム人

IT技術者の移動を促進するため、現行の入管制

度の範囲内で IT技術者に関する約束をしたほか、

看護師・介護士については、将来的な受入れの可

能性について、協定の発効後の協議の結果、2011

年 10月の日ベトナム首脳会談において受入に係る

覚書に署名が行われ、2012 年 6月 17 日に発効し

た。EPAに基づき、訪日前日本語研修（12 ヶ月

間）を現地にて受講し、日本語能力試験N3以上

合格者で日本側受入施設が確定したベトナム人看

護師・介護福祉士を日本が受け入れることとなっ

ており、2014 年 6月には第 1陣候補者 138 名が来

日し、同年 8月より就労しており、2015 年 5月に

は第 2陣候補者が来日し、同年 8月より就労中で

ある。また、裾野産業育成の協力や食品衛生管理

及び動植物検疫体制強化のための協力等を行うこ

とも規定されている。

⑫ 日インド EPA

2004 年 11 月、首脳会談において両国の経済関

係強化の在り方につき包括的な観点から協議す

るための共同研究会を立ち上げることに合意し、

2005 年 7 月から 2006 年 6 月にかけて 4回の共同

研究会を開催した。この共同研究会の報告書を受

け、2006 年 7月に開催された日インド首脳会談で、

交渉の実施に向けた事務レベルの準備を開始する

よう指示が出された。2007年 1月に交渉を開始し、

2010 年 9月の第 14 回交渉会合にて大筋合意、10

月の日インド首脳会談で交渉完了に至った。その

後、2011 年 2月に署名に至り、同年 8月 1日に発

効した。

インドは我が国からの輸出品のほとんどに対し

て高関税を課しており、関税撤廃により、輸出促

進だけではなく、製造業中心の我が国進出企業の

自由な調達活動が可能となる。投資・サービス分

野については、自由で透明かつ安定したルールを

策定し、事業環境を整備することが重要である。

インドへの輸出における主要な有税品目及び 2011

年時点の関税率は、自動車部品（10％）、鉄鋼製品

（5％）、織機（7.5％）などであったが、交渉の結

果、自動車部品については 10 年で関税撤廃、鉄

鋼製品については5年、織機は10年で撤廃となる。

協定発効後 10年間で往復貿易額の約 94％の品目

が関税撤廃されることとなる。

⑬ 日ペルー EPA

2008 年 11 月の日ペルー首脳会談において、ペ

ルー側から強い希望のあった日ペルーEPAの交

渉開始に向け合意し、2009 年 1月から 3月にかけ

て、3回の民間研究会を開催した。本研究の報告

書を受け、2009 年 4月に開催された日ペルー首脳

会談にて、日ペルーEPA交渉開始が合意された。

2009 年 5月から 2010 年 11 月にかけて 7回の正式

会合と中間会合を開催し、2010 年 11 月に交渉を

完了した。その後、2011 年 5月末に署名し、両国

内での批准手続きを経て 2012 年 3月に発効した。

ペルーへの輸出における主要な有税品目及び 2010

年時点の関税率は、自動車（9％）、バイク（9％）、

テレビ（9％）などであったが、交渉の結果、自

動車については即時～ 10年で関税撤廃、バイク

については 9年で撤廃、テレビは即時撤廃となる。

協定発効後 10年間で往復貿易額の 99％以上の品

目が関税撤廃されることとなる。

⑭ 日豪 EPA 

2003 年 7月、首脳会談において署名された「日

豪貿易経済枠組み」に基づき、貿易・投資自由化

の得失に関する政府間共同研究が実施され、本共

同研究は 2005 年 4月に終了した。その後、同年 4

月の首脳会談において、EPA/FTAのメリット・

デメリットを含め、先進国間に相応しい経済関係

の強化の在り方について政府間で研究することに

合意し、同年 11 月から 2006 年 9 月の間に、5回

の共同研究会合が開催された。同共同研究会の最

終報告書を受け、2006 年 12月、首脳間でEPA交

渉開始が合意された。2007 年 4 月から 2012 年 6

月までに 16回の交渉会合を開催するとともに、非
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公式の実務者レベルの協議を行い、日豪両国の主

張の隔たりを埋めるべく議論がなされた。

2014年 4月の首脳会談において、7年越しとなっ

た日豪EPA交渉が大筋合意に至り、同年 7月の

首脳会談で署名、2015 年 1月 15日に発効した。

豪州は我が国にとって中国、米国、韓国、台湾

に次ぐ 5番目の貿易相手国・地域であり、これま

でに締結した二国間EPAのパートナーとしては

最大である。我が国から豪州への輸出額の 3割未

満であった無税品目の割合が、本協定発効時に直

ちに 8割を超える水準になり、残りも 8年目まで

にはほぼ全てが関税撤廃される。特に、我が国か

らの輸出の約半分を占める自動車分野（MFN税

率 5％）では、豪州への完成車輸出額の約 75％が

即時に関税撤廃される。残る完成車も、3年目に

は関税が全て撤廃される。

関税以外でも、天然ガス・石炭など資源・エネ

ルギーの安定供給確保、投資・サービスの自由化、

電子商取引・政府調達のルール整備、知的財産の

保護など、幅広い分野で高い水準の合意を実現し

ている。

⑮ 日モンゴル EPA（署名済）

日モンゴルEPA交渉は、2014 年 7月の日モン

ゴル首脳会談において、大筋合意が確認された。

また、2015 年 2月の日モンゴル首脳会談において、

両国首脳の間で日モンゴルＥＰＡ及び同協定の実

施取極への署名が行われた。豊富な天然資源に恵

まれるモンゴルと我が国の関係は極めて緊密かつ

重要であり、本協定は、今後の両国間の貿易・投

資を促進するための重要な枠組みである。また日

モンゴルEPAはモンゴルにとって初めてのEPA/

FTAとなり、2010 年 11月の日本・モンゴル共同

声明に掲げる「戦略的パートナーシップ」を一層

強化するための重要なステップとなる。

⑯ 環太平洋パートナーシップ（TPP）（署名済）

我が国は、2010 年 11月 9日に閣議決定した「包

括的経済連携に関する基本方針」（以下「基本方

針」）において、TPPについては、「その情報収集

を進めながら対応していく必要があり、国内の環

境整備を早急に進めるとともに、関係国との協議

を開始する」こととし、12月から関係国と情報収

集等のための協議を開始した。2011 年 3月 11 日

に発生した東日本大震災を経て策定された「日本

再生のための戦略に向けて」（2011 年 8月 5日閣

議決定）では、「環太平洋パートナーシップ（TPP）

については、被災地の農業の復興にも関係してお

り、その点を踏まえ、更に国際交渉の進捗、産業

空洞化の懸念等も踏まえ、しっかり議論し、協定

交渉参加の判断時期については、総合的に検討し、

できるだけ早期に判断する。」とした。その後、同

年 11月のハワイAPEC首脳会議を前に、国内で

活発な議論が行われ、APECに臨む総理の会見に

おいて、「TPP交渉参加に向けて関係国との協議

に入る」旨が表明された。

野田総理（当時）の表明をうけ、我が国は 2012

年 1月からTPP交渉参加国と個別に交渉参加に

向けた協議を開始した。

2012 年 4月に行われた日米首脳会談では、双方

が日米間協議を前進させるようお互い努力するこ

とで一致した。その際、米国大統領からは、自動車、

更には保険、そして従来から取り上げてきた牛肉

について関心の表明があった。

2012 年 12 月の衆議院総選挙での政権交代後、

安倍総理は就任時の記者会見において、TPPにつ

いては、「聖域なき関税撤廃を前提条件とする以

上、交渉参加に反対」との自民党の政権公約と、「国

益にかなう最善の道を求める」との自民党と公明

党との連立合意を確認し、十分に状況・情報を分

析しながら、総合的に検討していくことを表明し

た。

2013 年 2 月に行われた日米首脳会談では、①

日本には一定の農産品、米国には一定の工業製品

というように、両国ともに二国間貿易上のセンシ

ティビティが存在すること、②最終的な結果は交

渉の中で決まっていくものであること、③TPP

交渉参加に際し、一方的に全ての関税を撤廃する
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ことをあらかじめ約束することは求められないこ

と、の 3点が首脳間で明示的に確認された。これ

らの点を含め、以下の「日米の共同声明」にある

事項について首脳間で認識が一致した。

2013 年 3月 15 日には安倍総理が記者会見を行

い、我が国としてTPP交渉に参加することを表

明した。本記者会見において、安倍総理からは、

TPPに参加し、自由、民主主義、基本的人権、法

の支配といった普遍的価値を共有する国々と共

に、アジア太平洋地域における新たなルールをつ

くり上げていくことは、日本の国益となるだけで

はなく、世界に繁栄をもたらす旨、発言した。加

えて、日米の二大経済大国が参画してつくられる

新たな経済秩序は、TPPの中だけでなく、RCEP

やアジア太平洋自由貿易圏（FTAAP）のルール

づくりのたたき台となるはずであると指摘した。

更に 2013 年 4月 12 日には、日米間の協議が成

功裡に終了したことが確認された。この日米協議

の結果、保険、透明性／貿易円滑化、投資、規格・

基準、衛生植物検疫措置 9 等を対象分野として、

日米間でTPP交渉と並行して非関税措置に取り

組むことを決定した。自動車分野の貿易に関して

は、透明性、流通、基準、環境対応車／新技術搭

載車、財政上のインセンティブ等を対象事項とし

てTPP交渉と並行して自動車貿易TOR（後掲）

に従い交渉を行うことを決定した。また、TPPの

市場アクセス交渉を行う中で、米国の自動車関税

がTPP交渉における最も長い段階的な引下げ期

間によって撤廃され、かつ、最大限に後ろ倒しさ

れること、及び、この扱いは米韓FTAにおける

米国の自動車関税の取り扱いを実質的に上回るも

のとなることを確認した。

また、日本には一定の農産品、米国には一定

の工業製品といった二国間貿易上のセンシティビ

ティが両国にあることを認識しつつ、TPPにおけ

るルール作り及び市場アクセス交渉において緊密

に共に取り組むことで一致した。

同年 4月にTPP参加国の閣僚会議で日本の交

渉参加が 11カ国から承認され、4月 24 日に米国

政府が日本の交渉参加について議会に通知を行っ

た。議会通知してから90日経った後、7月24日に、

日本はマレーシアで開催中の第 18回交渉会合の

途中から交渉に正式に参加した。その後の交渉を

経て、2015 年 10 月に米国アトランタで大筋合意

に至り、2016 年 2月 4日に署名がなされた。

9	� 日本及び米国は、世界貿易機関（WTO）の衛生植物検疫措置の適用に関する協定（SPS協定）に基づいて並行二国間交渉の中
で衛生植物検疫措置に関する事項について共に取り組む。



参　考 日米の共同声明

両政府は、日本が環太平洋パートナーシップ

（TPP）交渉に参加する場合には、全ての物品が交

渉の対象とされること、及び、日本が他の交渉参加

国とともに、2011 年 11 月 12 日にTPP首脳によっ

て表明された「TPPの輪郭（アウトライン）」にお

いて示された包括的で高い水準の協定を達成してい

くことになることを確認する。

日本には一定の農産品、米国には一定の工業製

品というように、両国ともに二国間貿易上のセンシ

ティビティが存在することを認識しつつ、両政府は、

最終的な結果は交渉の中で決まっていくものである

ことから、TPP交渉参加に際し、一方的に全ての関

税を撤廃することをあらかじめ約束することを求め

られるものではないことを確認する。

両政府は、TPP参加への日本のあり得べき関心に

ついての二国間協議を継続する。これらの協議は進

展を見せているが、自動車部門や保険部門に関する

残された懸案事項に対処し、その他の非関税措置に

対処し、及びTPPの高い水準を満たすことについ

て作業を完了することを含め、なされるべき更なる

作業が残されている。

日本政府及び米国政府（以下「両国政府」という。）

は、以下に従って、TPP交渉と並行して自動車貿易

に関する交渉を行う。

・本交渉の成果は、WTO協定に整合的なものと

する。

・本交渉の成果は、両国政府の権限の範囲内のも

のとする。

・両国政府は、交渉の結果として合意される権利

及び義務をTPP協定に附属される日米二国間の

市場アクセスの表に組み入れ、したがって、こ

れら権利及び義務は、TPP協定の紛争解決手続

の対象となる。また、この分野における現行

のMFN関税を再び課すこと（「スナップバッ

ク」手続）ができる特別な加速された紛争解決

手続も、交渉を通じて定められる。

並行交渉は、以下の事項を取り上げ、これらの事

項に対して具体的で意味のある成果をもたらすもの

とする。

特別自動車セーフガード：自動車分野における

関税交渉の結果を考慮しつつ、自動車に関する特別

セーフガードの実質的及び手続的な要素（損害の検

証、適用期間及び補償を含む。）が取り上げられる。

透明性：両国政府は、自動車の製造、輸入、販売

又は使用に影響を与え得る政府の規制措置の準備、

採用及び適用に関する、意味があり予見可能で強固

な透明性メカニズムの重要性について認識する。以

下を含む分野における事項が取り上げられる。

－規制措置案の十分な事前通知

－ガイドライン及び類似の措置の提案を含む規制

措置の策定に関する透明性及び無差別

－当該措置の策定及び実施の過程を通じての意見

表明のための意味のある機会

－新たな規制に適合するための合理的な期間

－規制の実施後の見直し

－その他の措置

基準：型式認証の一層の円滑化及びコスト削減を

含む、自動車分野における任意規格、強制規格及び

適合性評価手続に関する事項並びに自動車部品を含

む関連する事項が取り上げられる。両国政府は、更

に、国連欧州経済委員会自動車基準調和世界フォー

ラム（WP29）で進行中の作業に特に焦点を当てつ

つ、自動車の環境性能及び安全に関する基準を調和

参　考 自動車貿易TOR（仮訳）
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させるために二国間で協力することの重要性を認識

する。

PHP：日本の輸入自動車特別取扱制度（PHP）の

下での更なる円滑化のための実質的なステップが並

行交渉で取り上げられる。

環境対応車／新技術搭載車：両国政府は，代替燃

料又は代替エネルギー源を利用した自動車の貿易を

円滑化することの重要性を認識し、無差別な取扱い

を確保することの必要性を含む、これらの自動車の

製造、輸入、販売及び使用に関連して生じる事項を

取り上げる。

財政上のインセンティブ：税制の運営に関する政

府の主権的な権利を害することなく、財政上のイン

センティブ又はその他の措置が、それらが両国の市

場における競争条件に及ぼす影響に関連して、米国

車（PHPを通じて輸入されたものを含む。）に対し

て差別的な効果を与えないことを確保するため、取

り上げられる。

流通：自動車の流通及び整備に関連する事項が取

り上げられる。

第三国協力：自動車に関する様々な事項（他国に

おける市場アクセス及び投資を円滑化するための方

法を含むが、これに限られない。）が議論される。

その他の事項：自動車貿易政策に関連する税関の

事項を含むその他の事項は、いずれか一方の政府の

要請に応じて提起され得るとともに、相互の合意に

より並行交渉に含まれ得る。
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（3）我が国が交渉中の EPA/FTA につ
いて
本項では、我が国が交渉中のEPA/FTAについ

て概説する。現在、日本は日EU・EPA、RCEP、

日中韓 FTAのいわゆる 3つの「メガ FTA」交

渉を進めている。また、カナダ、コロンビア、ト

ルコの 3カ国と交渉中である（日韓EPA交渉は

2015 年 2月時点で交渉中断中、日GCC・FTA交

渉はGCC側の要請により交渉が延期されている）。

そのほか、AJCEPのサービス貿易章・投資章に

ついても交渉中である。以下、これらの背景とと

もに、現在行われている交渉をそれぞれ概説する。

（a）日 EU・EPA（交渉中）

日本とEUは、世界人口の約 1割、貿易額の約

3割（EU域内を除くと約 2割）、GDPの約 3割を

占める重要な経済的パートナーであり、日EU・

EPAは、日EU間の貿易投資を拡大し、我が国の

経済成長をもたらすとともに、世界の貿易・投資

のルール作りに寄与するものといえる。

EUは、元来、GATT/WTOを中心とする多角

的な貿易交渉を通じた貿易投資自由化を重視して

おり、FTAについては、近隣諸国や旧植民地国

を中心として、政治的枠組みの構築を目指す連合

協定の一部や、既存の特恵貿易に関する協定を発

展的に改組する形で締結していた。しかし、2001

年に立ち上がったドーハ・ラウンド（DDA）交

渉が長引き、また、新興国の台頭に伴い世界の経

済環境が変化していることから、欧州委員会は

2006 年 10 月「新通商戦略：グローバルヨーロッ

パ（Global Europe: Competing in the World）」を

発表し、WTO が引き続き世界の通商制度におけ

る重要なプラットフォームであることを念頭に置

きつつ、FTA を通じ、欧州企業にとっての市場

アクセスの確保・非関税障壁の改善等の利益を確

保する方針を打ち出した。優先的にFTA を締結

する対象国は、①市場潜在力（経済規模と成長性）、

② EUの輸出利益に対する保護水準（相手国の市

場の閉鎖性や関税水準及び非関税措置に加えて、

EU の競争相手国とのFTA 締結状況等）を総合

的に勘案して判断されている。韓EU・ FTAは

2015 年 12 月に発効し、2015 年 8月にはベトナム

とのFTA合意が発表された。また、2014 年 9月

には先進国であるカナダとの包括的経済・貿易



参　考 日 EU首脳会談（平成 27年11月15日　於：アンタルヤ）プレスリリース（外務省HPより抜粋）

日EU関係について，ユンカー委員長から，

戦略的パートナーである日本との戦略的パート

ナーシップ協定（SPA），経済連携協定（EPA）

の交渉を重視している，交渉の加速化が必要で

ある旨述べ，安倍総理から，一定の進展があっ

たが今後議論を進展させるべき分野が残ってい

る旨述べました。両首脳は，双方の首席交渉官

に交渉を加速化し，引続き年内の大筋合意実現

に向け最大限努力を求め，仮に実現できなくと

も来年のできる限り早い時期に実現するよう指

示することにて合意しました。
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協 定（CETA: the Comprehensive Economic and 

Trade Agreement）交渉が妥結した。さらに、米

国とも 2013 年 7月から環大西洋貿易投資パート

ナーシップ（TTIP: the Transatlantic Trade and 

Investment Partnership）交渉を行っており、先

進国とも通商関係強化に向けた動きをみせてい

る。加えて、2015 年 10月にはニュージーランド、

11月にはオーストラリアとの間でもFTA交渉開

始に合意した。2015 年 10月、欧州委員会は、「新

たな通商・投資戦略（Trade for ALL）」を発表。

EUの通商政策について、①有用性、②透明性、

③基本利益としての価値を確保することを目標と

した。また、ドーハ・ラウンド、TTIP、日 EU・

EPA等の妥結等を優先事項としている。

日EU・EPAについては、2009 年 5月の日EU

定期首脳協議において、日EU経済の統合の強化

に協力する意図が表明され、2010 年 4月の日EU

定期首脳協議では、「合同ハイレベル・グループ」

を設置し、日EU経済関係の包括的な強化・統合

に向けた「共同検討作業」を開始することに合意

した。合同ハイレベル・グループにおける幅広い

分野での作業の結果を踏まえ、2011 年 5 月の日

EU定期首脳協議において、交渉のためのプロセ

スの開始についての合意がなされ、日本政府と欧

州委員会との間で、交渉の「範囲（scope）」及び「野

心（ambition）」のレベルを定める「スコーピング

作業」を実施することとなった。

スコーピング作業は 2012 年 5 月に実質的に終

了し、同年 11月 29日のEU外務理事会において、

欧州委員会が加盟国より交渉権限（マンデート）

を取得した。これをうけて、2013 年 3月に行われ

た日EU首脳電話会談において、日EU・EPA及

び戦略パートナーシップ協定（SPA）の交渉開始

に合意した。2014 年 5 月から 6月にかけて、EU

側の内部プロセスとして、欧州委員会が交渉開始

1年後の見直し（レビュー）を行い、交渉の継続

を決定した。日EU・EPAは、2013 年 4月の交渉

開始以降、2016 年 2月までに、計 15 回の交渉会

合が開催されており、2016 年のできる限り早い時

期に大筋合意を実現することを目指している。

（b）東アジア地域包括的経済連携（RCEP）（交渉中）

東アジアでの生産ネットワークの拡大及び

ASEANと周辺各国との経済連携の進展に対応す

るため、我が国は、2006 年にASEANに対して日

本、中国、韓国、インド、豪州、ニュージーラン

ドを加えた「ASEAN＋ 6」の枠組みでの「東ア

ジア包括的経済連携（CEPEA）」についての専門

家研究実施を行うことを提案した。同専門家研究

会は 2007 年～ 2009 年にかけて実施され、2009 年、

首脳に対し最終報告がなされた。また、2009 年以

降政府間での検討を行っており、まずは貿易円滑

化に関し、東アジアにおける包括的経済連携が実

現した場合のありうべき制度・手続の簡素化等に

ついて 2011 年に報告がとりまとめられた。

2011 年には、我が国と中国が共同して自由化に

関する作業部会（物品貿易、サービス貿易、投資

の 3分野）の設置を提案し、合意された（2. （3） 

②東アジア地域包括的経済連携の項参照）。また、
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ASEAN側から、これまでの「ASEAN＋ 3」の

枠組みでの「東アジア自由貿易地域（EAFTA）」

及び「ASEAN＋ 6」の枠組みでの「東アジア包

括的経済連携（CEPEA）」の取組を踏まえ、今後

の地域的経済統合のあり方の一般原則を定めた東

アジアの包括的経済連携の枠組み（RCEP：アー

ルセップ）の提案があり、歓迎された。

その後、2012 年 8月のASEAN+パートナーズ

経済大臣会合において、「RCEP交渉の基本指針

及び目的」をとりまとめ、11月の首脳会議におけ

る交渉立ち上げを目指すことで合意した。同年 11

月には、ASEAN関連首脳会合において、「RCEP

交渉の基本指針及び目的」を 16カ国（ASEAN+

日中韓印豪NZ）の首脳間で承認し、RCEP交渉

の立上げが宣言された。「RCEP交渉の基本指針及

び目的」では、物品貿易・サービス貿易・投資に

加えて知的財産、競争等も交渉対象とし、包括的

協定を目指すこと、既存のASEANとのFTAを

上回る、包括的で質の高い協定を目指すこと等が

盛り込まれている。RCEP交渉は、2013 年早期に

最初の交渉会合を開催し、2015 年末までに交渉完

了を目指すこととされた。

2013 年 5月にブルネイで第 1回交渉会合が開催

されて以降、2016 年 2月までに 11 回の交渉会合

と 4回の閣僚会合（１回の中間会合を含む）が開

催されている。2014 年 8月にミャンマーで開催さ

れた第 2回閣僚会合では、物品貿易に関するイニ

シャル・オファーの進め方やサービス・投資の自

由化方式について議論が進展した。2015 年 7月の

中間閣僚会合では、電子商取引、金融、電気通信

の作業部会の立ち上げに合意し、8月の第 9回交

渉会合で第１回目の作業部会を開催。8月 24日の

第 3回閣僚会合では、物品貿易のイニシャル・オ

ファーの水準に合意した。同年 10月に行なわれ

た第 10回交渉会合では、閣僚会合の成果を受け、

物品、投資、サービスの主要３分野において、具

体的な交渉が開始された。現在、貿易交渉委員

会（Trade negotiating Committee）に加え、物品

貿易、サービス貿易、投資、知的財産、競争、経

済技術協力、法的制度的事項、電子商取引、貿易

の技術的障害（ＳＴＲＡＣＡＰ）、植物衛生検疫措置�

（ＳＰＳ）、原産地規則、貿易円滑化・税関手続、

金融、電気通信等、幅広い分野について交渉が行

われている。交渉立ち上げ時に掲げた「2015 年末

の交渉完了」目標は実現が困難な状況にあったた

め、2015年11月のASEAN関連首脳会議において、

2016 年内のRCEP交渉の妥結を期待する旨の共同

声明文が発出された。

広域の経済連携であるRCEPによって、複数の

締約国で分業生産される製品も関税優遇を受けら

れるようにしたり、東アジア地域での原産地規則

等のEPA利用手続きを統一したりすることがで

きれば、東アジア地域の高度なサプライチェーン

を反映したルールづくりに資するものとなる。

（c）日中韓 FTA（交渉中）

今後さらなる成長が見込まれるアジア太平洋地

域の中で、我が国にとって中国及び韓国の経済は

極めて重要な地位を占めている。東アジア全体に

展開されるサプライチェーンにおいて、三カ国間

で極めて緻密な工程間分業が構築されている。ま

た、特に中国は、巨大な成長市場としてますます

その重要性を増している。日本との貿易を見ると、

中国及び韓国はそれぞれ我が国の輸出入の 20.5％、

5.7％を占めており、我が国にとって第 1位、第 3

位の貿易相手国となっている（2014 年、財務省貿

易統計による）。

しかしながら、日中韓の 3カ国の間にはFTA

は存在しないことから、日中韓の貿易・経済関係

をより緊密化することによって、日中韓さらには

アジア太平洋地域の貿易・経済発展を図るべきと

の声が高まり、2000 年代初頭から自由貿易枠組み

を研究・模索する動きが活発になった。

こうした状況の中、2003 年から、日本：総合研

究開発機構（NIRA）（2009 年にジェトロ・アジア

経済研究所に交代）、中国：国務院発展研究セン

ター、韓国：対外研究政策研究院が主体となって

民間共同研究が行われた。2009 年には、これまで
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の民間共同研究の成果も踏まえ、日中韓サミット、

日中韓経済貿易大臣会合において、産官学共同研

究を実施することが合意され、産業界及び政府が

参加した研究が開催されることとなった。2010 年

5月の第一回会合を皮切りに、7回の会合が開催

され、2011 年 12 月に 3カ国による共同研究報告

書がとりまとめられた。

同報告書は、「物品貿易」「サービス貿易」「投

資」「その他論点」などの章で構成され、さらに

「その他論点」章は、衛生植物検疫措置（SPS）や

貿易の技術的障害（TBT）、知的財産権、透明性、

競争政策、紛争解決、産業協力、消費者安全、電

子商取引、エネルギー・鉱物資源、産業協力、食

料、政府調達、環境の各分野から成っている。各

項目には、日中韓各国の貿易投資の状況のほか、

法令・制度の概要、さらには将来のあり得べき日

中韓FTAに向けた考え方などが記述されている。

同報告書は 2012 年 5 月の日中韓サミットに報

告され、3カ国の首脳は、2012 年内の交渉開始に

つき一致した。その後、事務レベルの協議を経て、

2012 年 11 月の日中韓経済貿易大臣会合にて、日

中韓FTAの交渉開始を宣言した。2015 年 10 月

の日中韓経済貿易大臣会合及び同年 11月の日中

韓サミットでは包括的かつ高いレベルの協定の実

現を目指し交渉を加速化していくことが確認され

た。2013 年 3月の交渉開始以降、2016 年 2月まで

に、9回の交渉会合が開催されている。

②その他の我が国の EPA/FTA 交渉

（a）日・ASEAN 包括的経済連携（AJCEP）（サー

ビス貿易章・投資章）（実質合意）

ASEAN全体とのEPAである日・ASEAN包括

的経済連携（AJCEP）は、2016 年 2月時点でイン

ドネシアを除く全ての参加国との間で発効してい

る。継続協議となっていたサービス・投資章につ

いては 2010 年 10 月より交渉が行われ、3年にわ

たる交渉を経てルール部分について実質合意に至

り、2013 年 12 月の日ASEAN特別首脳会議にお

いて同成果は各国首脳に歓迎された。その後、残

された技術的論点の調整を行っている。

（b）日カナダ EPA 交渉（交渉中）

日カナダ EPA 交渉については、2011 年 3 月

から 2012 年 1 月までに 4回の共同研究が開催さ

れ、共同研究報告書が作成された。同共同研究の

報告書をうけ、2012 年 3月の日加首脳会談におい

て、両国の実質的な経済的利益に道を開く二国間

EPAの交渉を開始することで一致した。第 1回交

渉会合は 2012 年 11月に行われ、最近では 2014 年

11 月に第 7回交渉会合が開催された。なお、日

本からカナダへの輸出における有税品目は総額の

38.0%（2014 年）、カナダから日本への輸出におけ

る有税品目は 30.9%（2014 年）となっている。また、

カナダへの輸出における主要な有税品目及びその

関税率は、乗用車（6.1%）、自動車部品（6～ 8.5%）、

ギアボックス（6％）タイヤ（7%）となっている。

（c）日コロンビア EPA（交渉中）

2008 年に設立された両国産学官の代表者で構成

する「日本コロンビア賢人会」により、日本とコ

ロンビアとのEPAが、2008 年にコロンビア大統

領に対し、2009 年に総理に対して提言された。コ

ロンビア政府は経済の自由開放政策を掲げるな

か、発効済みの中南米諸国・米国・カナダ・EU

との FTAに加え、韓国とのFTAに署名済みで

ある。

この様な状況の中、「日本コロンビア賢人会」

による提言をふまえて開始されたコロンビアとの

投資協定交渉は、2010 年 12月に実質合意に至り、

2011 年 9月のコロンビア大統領訪日時に署名式を

行った（2015 年 9月発効済）。また、同署名式の

機会に行われた、日コロンビア首脳会談において

日コロンビアEPAの共同研究立ち上げが合意さ

れた。これを受け、2011 年 11 月から、2012 年 5

月まで共同研究が行われ、2012 年 7月に、あり得

べきEPAは両国に多大なる利益をもたらすであ

ろうとの報告書がとりまとめられた。

共同研究報告書を受けて、2012 年 9月に行われ
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た日コロンビア首脳会談にて、両国はEPA交渉

を開催することで一致し、同年 12 月に第 1回交

渉会合が開催された。最近では 2015 年 8月から 9

月にかけて第 13回交渉会合が開催された。

（d）日トルコ EPA（交渉中）

トルコと我が国とは、2012 年 7月に第 1回日・

トルコ貿易・投資閣僚会合を開催し、日トルコ

EPAの共同研究を立ち上げることにつき合意し

た。これを受けて、同年 11月に第 1回、2013 年 2

月に第 2回の共同研究が開催され、同年 7月に日

本 ･トルコの両政府にEPA交渉開始を提言する

共同研究報告書が発表された。

共同研究報告書を受けて、2014 年 1月に行われ

た日トルコ首脳会談にて、両国はEPA交渉を開

始することで一致し、同年 12 月に第 1回交渉会

合が開催され、最近では 2016 年 1月に第 4回交渉

会合が開催された。

日トルコEPAによって、欧州企業や韓国企業

といった競合相手との競争条件の平等化を早急に

図ることを通じ、トルコへの日本企業の輸出を後

押しするとともに、周辺国への輸出・新規参入を

狙うハブとしての競争力を高めるべくトルコの投

資環境関連制度の改善を図ることを目指す。

（e）日 GCC・FTA（交渉延期）

バーレーン、クウェート、オマーン、カタール、

サウジアラビア、アラブ首長国連邦からなる湾岸

協力理事会（GCC）諸国とのFTAについては、

2006 年 3月に物品とサービスの分野を対象とした

交渉開始に合意、4月に総理とサウジアラビア皇

太子の共同声明で交渉入りを発表、2006 年 9月に

交渉を開始し、2009 年 3月までに 2回の正式会合

と 4回の中間会合が実施された。しかし同年 7月

に、GCC側の要請により交渉が延期されており、

現在、我が国は交渉再開に向けて働きかけを行っ

ている。この地域は、我が国の原油輸入量全体の

約 77％（2014 年）を占め、また我が国からの総

輸出額も約 2.6 兆円に達する（2014 年）など、同

諸国との間で経済関係を含めた友好的な関係を形

成・維持することが、我が国のエネルギー安全保

障及び貿易拡大の観点から重要である。なお、サ

ウジアラビア、カタール、UAE、クウェートとは、

それぞれ二国間の対話の場を設置し、関係の強化

に努めている。

（f）日韓 EPA（交渉中断）

日韓EPAは、2003 年 12月に交渉を開始したも

のの、2004 年 11 月以降事実上中断している。そ

の後、2008 年の韓国大統領の就任を機に、日韓の

両首脳間レベルで、交渉再開に向けた動きが見ら

れるようになった。まず、2008 年 2月の総理と韓

国大統領との日韓首脳会談では、交渉再開を検討

していくことが合意され、さらに同年 4月の首脳

会談でも、「日韓EPA交渉再開に向けた検討及び

環境醸成のための実務協議」を開催することで一

致した。この合意に基づき、同年 6月と 12月に、

課長級による実務者協議が開催されることとなっ

た。

2009 年 1月の日韓首脳会談では、実務者協議代

表のレベルを格上げし、検討を促進していくこと

が合意され、同年 7月と 12月に審議官級による実

務者協議が開催された。2010 年 5月の日韓首脳会

談では、交渉再開に向けたハイレベルの事前協議

を行うことで一致し、同年 9月と翌年 5月に、交

渉再開に向けた局長級事前協議が開催された。そ

して、2011 年 10 月に総理と韓国大統領の間で行

われた首脳会談では、交渉再開に必要な実務的作

業を本格化させることで合意したが、現在まで交

渉再開には至っていない。

日韓は、産業構造が比較的類似していると同時

に、国際水平分業関係にあり、アジアの経済を共

に牽引する先進国同士である。韓国側は対日貿易

赤字の是正等を主張しており、交渉再開にはまだ

至っていないが、日韓EPAは、両国企業の国境

を越えた競争・協力を促進することを通じて両国

の生産性・効率性を向上させ、さらには二国間関

係に留まらず、アジア地域経済全体の一層の発展
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に貢献するという意味で有効である。

日韓の貿易品目を見てみると、日本から韓国へ

の輸出における有税品目は総額の 61.8％を占める

一方、韓国から日本への輸出における有税品目は

30.0％にとどまっており、韓国が、日本から輸入

する品目の多くに関税がかけられているため、日

本にとっては、日韓EPAにより関税が削減され

た場合の、輸出拡大が期待できる。なお、韓国

への輸出における主要な有税品目及びその関税

率は、自動車（5～ 10％）、化学工業製品（1～

385.7%）、一般機械（3～ 13％）、電気機器（3～

13％）となっている（2014 年）。


